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１ 日本国憲法 （抄） 
公布 1946(昭和21)年 11月 3 日 

施行 1947(昭和22)年 5 月 3 日 

 

日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じ

て行動し、われらとわれらの子孫のために、諸国民との協和

による成果と、わが国全土にわたつて自由のもたらす恵沢を

確保し、政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのな

いやうにすることを決意し、ここに主権が国民に存すること

を宣言し、この憲法を確定する。そもそも国政は、国民の厳

粛な信託によるものであつて、その権威は国民に由来し、そ

の権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこ

れを享受する。これは人類普遍の原理であり、この憲法は、

かかる原理に基くものである。われらは、これに反する一切

の憲法、法令及び詔勅を排除する。 

日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の関係を支配

する崇高な理想を深く自覚するのであつて、平和を愛する諸

国民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生存を保持し

ようと決意した。われらは、平和を維持し、専制と隷従、圧

迫と偏狭を地上から永遠に除去しようと努めてゐる国際社

会において、名誉ある地位を占めたいと思ふ。われらは、全

世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうち

に生存する権利を有することを確認する。 

われらは、いづれの国家も、自国のことのみに専念して他

国を無視してはならないのであつて、政治道徳の法則は、普

遍的なものであり、この法則に従ふことは、自国の主権を維

持し、他国と対等関係に立たうとする各国の責務であると信

ずる。日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの崇

高な理想と目的を達成することを誓ふ。 

（略） 

第３章 国民の権利及び義務 

第10条 日本国民たる要件は、法律でこれを定める。 

第11条 国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。

この憲法が国民に保障する基本的人権は、侵すことのでき

ない永久の権利として、現在及び将来の国民に与へられる。 

第12条 この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の

不断の努力によつて、これを保持しなければならない。又、

国民は、これを濫用してはならないのであつて、常に公共

の福祉のためにこれを利用する責任を負ふ。 

第13条 すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由

及び幸福追求に対する国民の権利については、公共の福祉

に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を

必要とする。 

第14条 すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、

性別、社会的身分又は門地により、政治的、経済的又は社

会的関係において、差別されない。 

２ 華族その他の貴族の制度は、これを認めない。 

３ 栄誉、勲章その他の栄典の授与は、いかなる特権も伴は

ない。栄典の授与は、現にこれを有し、又は将来これを受

ける者の一代に限り、その効力を有する。 

（略） 

第18条 何人も、いかなる奴隷的拘束も受けない。又、犯罪

に因る処罰の場合を除いては、その意に反する苦役に服さ

せられない。 

第19条 思想及び良心の自由は、これを侵してはならない。 

第20条 信教の自由は、何人に対してもこれを保障する。い

かなる宗教団体も、国から特権を受け、又は政治上の権力

を行使してはならない。 

２ 何人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は行事に参加する

ことを強制されない。 

３ 国及びその機関は、宗教教育その他いかなる宗教的活動

もしてはならない。 

第21条 集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由

は、これを保障する。 

２ 検閲は、これをしてはならない。通信の秘密は、これを

侵してはならない。 

第22条 何人も、公共の福祉に反しない限り、住居、移転及

び職業選択の自由を有する。 

２ 何人も、外国に移住し、又は国籍を離脱する自由を侵さ

れない。 

第23条 学問の自由は、これを保障する。 

第24条 婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が同

等の権利を有することを基本として、相互の協力により、

維持されなければならない。 

２ 配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに

婚姻及び家族に関するその他の事項に関しては、法律は、

個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚して、制定されなけ

ればならない。 

第25条 すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営

む権利を有する。 

２ 国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障

及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。 

第26条 すべて国民は、法律の定めるところにより、その能

力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を有する。 

２ すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護す

る子女に普通教育を受けさせる義務を負ふ。義務教育は、

これを無償とする。 

（略） 

第97条 この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類

の多年にわたる自由獲得の努力の成果であつて、これらの

権利は、過去幾多の試練に堪へ、現在及び将来の国民に対

し、侵すことのできない永久の権利として信託されたもの

である。 

 

 

 



- 62 - 

２ 世界人権宣言 （抄） 
国連総会採択 1948(昭和23)年12月10日 

前 文 

（略） 

社会の各個人及び各機関が、この世界人権宣言を常に念

頭に置きながら、加盟国自身の人民の間にも、また、加盟

国の管轄下にある地域の人民の間にも、これらの権利と自

由との尊重を指導及び教育によつて促進すること並びにそ

れらの普遍的かつ効果的な承認と遵守とを国内的及び国際

的な漸進的措置によつて確保することに努力するように、

すべての人民とすべての国とが達成すべき共通の基準とし

て、この世界人権宣言を公布する。 

第１条 すべての人間は、生れながらにして自由であり、

かつ、尊厳と権利とについて平等である。人間は、理性

と良心とを授けられており、互いに同胞の精神をもつて

行動しなければならない。 

第２条 

１ すべて人は、人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政

治上その他の意見、国民的若しくは社会的出身、財産、

門地その他の地位又はこれに類するいかなる事由に

よる差別をも受けることなく、この宣言に掲げるすべ

ての権利と自由とを享有することができる。 

２ さらに、個人の属する国又は地域が独立国であると、

信託統治地域であると、非自治地域であると、又は他

のなんらかの主権制限の下にあるとを問わず、その国

又は地域の政治上、管轄上又は国際上の地位に基づく

いかなる差別もしてはならない。 

第３条 すべて人は、生命、自由及び身体の安全に対する

権利を有する。 

第４条 何人も、奴隷にされ、又は苦役に屈することはな

い。奴隷制度及び奴隷売買は、いかなる形においても禁

止する。 

第５条 何人も、拷問又は残虐な、非人道的な若しくは屈

辱的な取扱若しくは刑罰を受けることはない。 

第６条 すべて人は、いかなる場所においても、法の下に

おいて、人として認められる権利を有する。 

第７条 すべての人は、法の下において平等であり、また、

いかなる差別もなしに法の平等な保護を受ける権利を有

する。すべての人は、この宣言に違反するいかなる差別

に対しても、また、そのような差別をそそのかすいかな

る行為に対しても、平等な保護を受ける権利を有する。 

第８条 すべて人は、憲法は法律によつて与えられた基本

的権利を侵害する行為に対し、権限を有する国内裁判所

による効果的な救済を受ける権利を有する。 

第９条 何人も、ほしいままに逮捕、拘禁、又は追放され

ることはない。 

第10条 すべて人は、自己の権利及び義務並びに自己に対

する刑事責任が決定されるに当つて、独立の公平な裁判

所による公正な公開の審理を受けることについて完全に

平等の権利を有する。 

（略） 

第30条 この宣言のいかなる規定も、いずれかの国、集団

又は個人に対してこの宣言に掲げる権利及び自由の破壊

を目的とする活動に従事し、又はそのような目的を有す

る行為を行う権利を認めるものと解釈してはならない。 

 

 

 

３ あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条

約 （抄） 
国連総会採択 1965(昭和40)年12月21日 

加    入 1995(平成 7 )年12月15日 

この条約の締約国は、  

 国際連合憲章がすべての人間に固有の尊厳及び平等の原

則に基礎を置いていること並びにすべての加盟国が、人種、

性、言語又は宗教による差別のないすべての者のための人

権及び基本的自由の普遍的な尊重及び遵守を助長し及び奨

励するという国際連合の目的の一を達成するために、国際

連合と協力して共同及び個別の行動をとることを誓約した

ことを考慮し、  

 世界人権宣言が、すべての人間は生まれながらにして自

由であり、かつ、尊厳及び権利について平等であること並

びにすべての人がいかなる差別をも、特に人種、皮膚の色

又は国民的出身による差別を受けることなく同宣言に掲げ

るすべての権利及び自由を享有することができることを宣

明していることを考慮し、  

 すべての人間が法律の前に平等であり、いかなる差別に

対しても、また、いかなる差別の扇動に対しても法律によ

る平等の保護を受ける権利を有することを考慮し、  

 国際連合が植民地主義並びにこれに伴う隔離及び差別の

あらゆる慣行（いかなる形態であるかいかなる場所に存在

するかを問わない。）を非難してきたこと並びに 1960 年

12 月 14 日の植民地及びその人民に対する独立の付与に関

する宣言（国際連合総会決議第1514号（第15回会期））

がこれらを速やかにかつ無条件に終了させる必要性を確認

し及び厳粛に宣明したことを考慮し、  

 1963年11月20日のあらゆる形態の人種差別の撤廃に関

する国際連合宣言（国際連合総会決議第1904号（第18回

会期））が、あらゆる形態及び表現による人種差別を全世

界から速やかに撤廃し並びに人間の尊厳に対する理解及び

尊重を確保する必要性を厳粛に確認していることを考慮し、  

 人種的相違に基づく優越性のいかなる理論も科学的に誤

りであり、道徳的に非難されるべきであり及び社会的に不

正かつ危険であること並びに理論上又は実際上、いかなる

場所においても、人種差別を正当化することはできないこ
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とを確信し、  

 人種、皮膚の色又は種族的出身を理由とする人間の差別

が諸国間の友好的かつ平和的な関係に対する障害となるこ

と並びに諸国民の間の平和及び安全並びに同一の国家内に

共存している人々の調和をも害するおそれがあることを再

確認し、  

 人種に基づく障壁の存在がいかなる人間社会の理想にも

反することを確信し、  

 世界のいくつかの地域において人種差別が依然として存

在していること及び人種的優越又は憎悪に基づく政府の政

策（アパルトヘイト、隔離又は分離の政策等）がとられて

いることを危険な事態として受けとめ、  

 あらゆる形態及び表現による人種差別を速やかに撤廃す

るために必要なすべての措置をとること並びに人種間の理

解を促進し、いかなる形態の人種隔離及び人種差別もない

国際社会を建設するため、人種主義に基づく理論及び慣行

を防止し並びにこれらと戦うことを決意し、  

 1958 年に国際労働機関が採択した雇用及び職業につい

ての差別に関する条約及び 1960 年に国際連合教育科学文

化機関が採択した教育における差別の防止に関する条約に

留意し、  

 あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際連合宣言に

具現された原則を実現すること及びこのための実際的な措

置を最も早い時期にとることを確保することを希望して、  

 次のとおり協定した。  

第１部 

第１条 

１ この条約において、「人種差別」とは、人種、皮膚の

色、世系又は民族的若しくは種族的出身に基づくあらゆ

る区別、排除、制限又は優先であって、政治的、経済的、

社会的、文化的その他のあらゆる公的生活の分野におけ

る平等の立場での人権及び基本的自由を認識し、享有し

又は行使することを妨げ又は害する目的又は効果を有す

るものをいう。  

２ この条約は、締約国が市民と市民でない者との間に設

ける区別、排除、制限又は優先については、適用しない。  

３ この条約のいかなる規定も、国籍、市民権又は帰化に

関する締約国の法規に何ら影響を及ぼすものと解しては

ならない。ただし、これらに関する法規は、いかなる特

定の民族に対しても差別を設けていないことを条件とす

る。  

４ 人権及び基本的自由の平等な享有又は行使を確保する

ため、保護を必要としている特定の人種若しくは種族の

集団又は個人の適切な進歩を確保することのみを目的と

して、必要に応じてとられる特別措置は、人種差別とみ

なさない。ただし、この特別措置は、その結果として、

異なる人種の集団に対して別個の権利を維持することと

なってはならず、また、その目的が達成された後は継続

してはならない。  

第２条  

１ 締約国は、人種差別を非難し、また、あらゆる形態の

人種差別を撤廃する政策及びあらゆる人種間の理解を促

進する政策をすべての適当な方法により遅滞なくとるこ

とを約束する。このため、  

（a） 各締約国は、個人、集団又は団体に対する人種差別

の行為又は慣行に従事しないこと並びに国及び地方の

すべての公の当局及び機関がこの義務に従って行動す

るよう確保することを約束する。  

（b） 各締約国は、いかなる個人又は団体による人種差別

も後援せず、擁護せず又は支持しないことを約束する。  

（c） 各締約国は、政府（国及び地方）の政策を再検討し

及び人種差別を生じさせ又は永続化させる効果を有す

るいかなる法令も改正し、廃止し又は無効にするため

に効果的な措置をとる。  

（d） 各締約国は、すべての適当な方法（状況により必要

とされるときは、立法を含む。）により、いかなる個

人、集団又は団体による人種差別も禁止し、終了させ

る。  

（e） 各締約国は、適当なときは、人種間の融和を目的と

し、かつ、複数の人種で構成される団体及び運動を支

援し並びに人種間の障壁を撤廃する他の方法を奨励す

ること並びに人種間の分断を強化するようないかなる

動きも抑制することを約束する。  

２ 締約国は、状況により正当とされる場合には、特定の

人種の集団又はこれに属する個人に対し人権及び基本的

自由の十分かつ平等な享有を保障するため、社会的、経

済的、文化的その他の分野において、当該人種の集団又

は個人の適切な発展及び保護を確保するための特別かつ

具体的な措置をとる。この措置は、いかなる場合におい

ても、その目的が達成された後、その結果として、異な

る人種の集団に対して不平等な又は別個の権利を維持す

ることとなってはならない。  

第３条 締約国は、特に、人種隔離及びアパルトヘイトを

非難し、また、自国の管轄の下にある領域におけるこの

種のすべての慣行を防止し、禁止し及び根絶することを

約束する。  

第４条 締約国は、一の人種の優越性若しくは一の皮膚の

色若しくは種族的出身の人の集団の優越性の思想若しく

は理論に基づくあらゆる宣伝及び団体又は人種的憎悪及

び人種差別（形態のいかんを問わない。）を正当化し若

しくは助長することを企てるあらゆる宣伝及び団体を非

難し、また、このような差別のあらゆる扇動又は行為を

根絶することを目的とする迅速かつ積極的な措置をとる

ことを約束する。このため、締約国は、世界人権宣言に

具現された原則及び次条に明示的に定める権利に十分な

考慮を払って、特に次のことを行う。  
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（a） 人種的優越又は憎悪に基づく思想のあらゆる流布、

人種差別の扇動、いかなる人種若しくは皮膚の色若し

くは種族的出身を異にする人の集団に対するものであ

るかを問わずすべての暴力行為又はその行為の扇動及

び人種主義に基づく活動に対する資金援助を含むいか

なる援助の提供も、法律で処罰すべき犯罪であること

を宣言すること。  

（b） 人種差別を助長し及び扇動する団体及び組織的宣伝

活動その他のすべての宣伝活動を違法であるとして禁

止するものとし、このような団体又は活動への参加が

法律で処罰すべき犯罪であることを認めること。  

（c） 国又は地方の公の当局又は機関が人種差別を助長し

又は扇動することを認めないこと。  

第５条 第２条に定める基本的義務に従い、締約国は、特

に次の権利の享有に当たり、あらゆる形態の人種差別を

禁止し及び撤廃すること並びに人種、皮膚の色又は民族

的若しくは種族的出身による差別なしに、すべての者が

法律の前に平等であるという権利を保障することを約束

する。  

（a） 裁判所その他のすべての裁判及び審判を行う機関の

前での平等な取扱いについての権利  

（b） 暴力又は傷害（公務員によって加えられるものであ

るかいかなる個人、集団又は団体によって加えられる

ものであるかを問わない。）に対する身体の安全及び

国家による保護についての権利  

（c） 政治的権利、特に普通かつ平等の選挙権に基づく選

挙に投票及び立候補によって参加し、国政及びすべて

の段階における政治に参与し並びに公務に平等に携わ

る権利  

（d）他の市民的権利、特に、  

（i） 国境内における移動及び居住の自由についての権

利  

（ii） いずれの国（自国を含む。）からも離れ及び自

国に戻る権利  

（iii）国籍についての権利  

（iv） 婚姻及び配偶者の選択についての権利  

（v） 単独で及び他の者と共同して財産を所有する権利  

（vi） 相続する権利  

（vii）思想、良心及び宗教の自由についての権利  

（viii）意見及び表現の自由についての権利  

（ix）平和的な集会及び結社の自由についての権利  

（e）経済的、社会的及び文化的権利、特に、  

（i）労働、職業の自由な選択、公正かつ良好な労働条

件、失業に対する保護、同一の労働についての同一

報酬及び公正かつ良好な報酬についての権利  

（ii）労働組合を結成し及びこれに加入する権利  

（iii）住居についての権利  

（iv）公衆の健康、医療、社会保障及び社会的サービス

についての権利  

（v） 教育及び訓練についての権利 

（vi）文化的な活動への平等な参加についての権利  

（f） 輸送機関、ホテル、飲食店、喫茶店、劇場、公園等

一般公衆の使用を目的とするあらゆる場所又はサービ

スを利用する権利  

第６条 締約国は、自国の管轄の下にあるすべての者に対

し、権限のある自国の裁判所及び他の国家機関を通じて、

この条約に反して人権及び基本的自由を侵害するあらゆ

る人種差別の行為に対する効果的な保護及び救済措置を

確保し、並びにその差別の結果として被ったあらゆる損

害に対し、公正かつ適正な賠償又は救済を当該裁判所に

求める権利を確保する。  

第７条  締約国は、人種差別につながる偏見と戦い、諸国

民の間及び人種又は種族の集団の間の理解、寛容及び友

好を促進し並びに国際連合憲章、世界人権宣言、あらゆ

る形態の人種差別の撤廃に関する国際連合宣言及びこの

条約の目的及び原則を普及させるため、特に教授、教育、

文化及び情報の分野において、迅速かつ効果的な措置を

とることを約束する。  

以下（略） 

 

 

 

４ ｢人権教育のための国連 10 年｣に関する国内行

動計画 （要旨） 

（1997年7月4日 人権教育のための国連10年推進本部） 

項 目 主 な 内 容 

１ 基本的考え

方 

・ 人権教育の趣旨、背景 

・ 我が国における人権教育の意義 

・ 人権教育10年に対する基本理念、

目標、取組の留意点 

２ あらゆる場

における人

権教育の推

進 

 

⑴ 学校教育

における人

権教育の推

進 

 

 

 

⑵ 社会教育

における人

権教育の推

 

 

 

 

 

・ 幼児児童生徒の人権尊重の意識を

高める教育の推進、人権教育に関す

る指導内容･方法の充実、教員研修や

情報提供による教育の支援、大学等

における人権教育･啓発活動につい

ての取組への配慮 

 

・ 社会教育施設等における人権に関

する学習機会の充実、識字教育や障

害者等の学習機会の充実、指導者養
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進 

 

 

⑶ 企業その

他一般社会

における人

権教育等の

推進 

 

 

 

 

⑷ 特定の職

業に従事す

る者に対す

る人権教育

等の推進 

 

成、資料の作成、学習情報提供･学習

相談体制の整備･充実 

 

・ 人権侵害の被害者救済に関する施

策の調査研究、人材教育の手法の調

査研究、プログラムの開発、国連人

権関係文書の普及･広報、教材･資料

等の作成による啓発活動、指導者育

成、人権に関する情報の整備･充実、

企業の公正な採用選考システムの確

立の指導･啓発 

 

・ 検察職員、矯正施設･更生保護関係

職員等、入国管理関係職員、教員･

社会教育関係職員、医療関係者、福

祉関係職員、海上保安官、労働行政

関係職員、消防職員、警察職員、自

衛官、公務員、マスメディア関係者

に対する人権教育の推進 

３ 重要課題へ

の対応 

 

⑴ 女性 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 子ども 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 高齢者 

 

 

 

 

⑷ 障害者 

 

 

 

 

 

 

・ ｢男女共同参画 2000年プラン」を

踏まえた取組の推進・政策･方針決定

過程への女性の参画拡大、男女共同

参画の視点に立った社会制度･慣行

の見直しと意識の改革、女性の人権

についての教育･研修･啓発活動の推

進 

 

・ 子どもの人権についての教育･研

修･啓発活動の推進、児童の権利に関

する条約の趣旨･内容の周知、いじめ

問題等について総合的な取組の推

進、児童の商業的性的搾取の防止、

子どもの人権専門員制度の充実･強

化 

 

・ 高齢者の人権についての教育･研

修･啓発活動の推進、 相談体制の整

備、高齢者の社会参加の促進、雇用･

就業機会の確保 

 

・ 障害者の人権についての啓発･広報

活動や教育の推進、障害者の社会参

加と職業的自立の促進 

 

⑸ 同和問題 

 

 

 

 

 

⑹ アイヌの

人  々

 

 

 

 

 

⑺ 外国人 

 

 

⑻ HIV 感染者

等 

 

⑼ 刑を終え

て出所した

人 

 

⑽ その他の

人権 

・ 地域改善対策協議会意見具申を尊

重するとともに｢同和問題の早期解

決に向けた今後の方策について（平

成 8年 7月 26日閣議決定）｣に基づ

き、人権教育･人権啓発事業を推進 

 

・ ｢アイヌ文化の振興並びにアイヌの

伝統に等関する知識の普及及び啓発

に関する法律｣に基づき、施策を推進 

・ アイヌの人々に対する人権侵害の

発生を防止するための啓発活動の充

実･強化･人権相談体制の充実 

 

・ 人権相談体制の充実、差別意識解

消のための啓発活動の推進 

 

・ HIV 感染者、ハンセン病への理解

を深めるための啓発活動の推進 

 

・ 偏見･差別を除去し、社会復帰を資

するための啓発活動の実施 

 

 

・ その他の課題についても、引き続

き施策を推進 

４ 国際協力の

推進 

 

・ 国連の取組に貢献 

・ 国連の人権関係基金に協力 

・ 開発途上国に対する人権教育関連

の協力 

・ 国際人権シンポジウムの開催 

 

 

５ 計画の推     

進 

 

・ 計画の推進体制 

・ 人権擁護推進審議会における検討

結果の反映 

・ 地方公共団体その他の公約機関、

民間団体等の取組への期待と配慮 

・ 計画のフォローアップ･見直し 

 

 

 

５ 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

（抄） 

公布 2000(平成12)年12月 6 日 

施行 2000(平成12)年12月 6 日 

（目的） 

第１条 この法律は、人権の尊重の緊要性に関する認識の高
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まり、社会的身分、門地、人種、信条又は性別による不当

な差別の発生等の人権侵害の現状その他人権の擁護に関

する内外の情勢にかんがみ、人権教育及び人権啓発に関す

る施策の推進について、国、地方公共団体及び国民の責務

を明らかにするとともに、必要な措置を定め、もって人権

の擁護に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神

の涵養を目的とする教育活動をいい、人権啓発とは、国民

の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対する国民

の理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動

（人権教育を除く。）をいう。 

（基本理念） 

第３条 国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発

は、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場を通じて、

国民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理

解を深め、これを体得することができるよう、多様な機会

の提供、効果的な手法の採用、国民の自主性の尊重及び実

施機関の中立性の確保を旨として行われなければならな

い。 

（国の責務） 

第４条 国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の基本理

念（以下「基本理念」という。）にのっとり、人権教育及

び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有

する。 

（地方公共団体の責務） 

第５条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携

を図りつつ、その地域の実情を踏まえ、人権教育及び人権

啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（国民の責務） 

第６条 国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとともに、

人権が尊重される社会の実現に寄与するよう努めなけれ

ばならない。 

（基本計画の策定） 

第７条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的

かつ計画的な推進を図るため、人権教育及び人権啓発に関

する基本的な計画を策定しなければならない。 

（年次報告） 

第８条 政府は、毎年、国会に、政府が講じた人権教育及び

人権啓発に関する施策についての報告を提出しなければ

ならない。 

（財政上の措置） 

第９条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策を実施す

る地方公共団体に対し、当該施策に係る事業の委託その他

の方法により、財政上の措置を講ずることができる。 

 以下（略） 

 

 

 

６ 人権教育・啓発に関する基本計画 （抄） 
閣議決定（策定）2002(平成14)年3月15日 

閣議決定（変更）2011(平成23)年4月 1 日 

第１章  はじめに 

人権教育・啓発に関する基本計画（以下「基本計画」と

いう。）は、人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（平

成12年法律第147号、同年12月6日公布・施行。以下「人

権教育・啓発推進法」という。）第７条の規定に基づき、人

権教育及び人権啓発（以下「人権教育・啓発」という。）に

関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、策定す

るものである。 

我が国では、すべての国民に基本的人権の享有を保障す

る日本国憲法の下で、人権に関する諸制度の整備や人権に

関する諸条約への加入など、これまで人権に関する各般の

施策が講じられてきたが、今日においても、生命・身体の

安全にかかわる事象や、社会的身分、門地、人種、民族、

信条、性別、障害等による不当な差別その他の人権侵害が

なお存在している。また、我が国社会の国際化、情報化、

高齢化等の進展に伴って、人権に関する新たな課題も生じ

てきている。 

すべての人々の人権が尊重され、相互に共存し得る平和

で豊かな社会を実現するためには、国民一人一人の人権尊

重の精神の涵養を図ることが不可欠であり、そのために行

われる人権教育・啓発の重要性については、これをどんな

に強調してもし過ぎることはない。政府は、本基本計画に

基づき、人権が共存する人権尊重社会の早期実現に向け、

人権教育・啓発を総合的かつ計画的に推進していくことと

する。 

１ 人権教育・啓発推進法制定までの経緯 

人権教育・啓発の推進に関する近時の動きとしては、

まず、「人権教育のための国連10年」に関する取組を挙

げることができる。すなわち、平成 6 年（1994 年）12

月の国連総会において、平成 7 年（1995 年）から平成

16年（2004年）までの10年間を「人権教育のための国

連 10 年」とする決議が採択されたことを受けて、政府

は、平成7年12月15日の閣議決定により、内閣総理大

臣を本部長とする人権教育のための国連 10 年推進本部

を設置し、平成 9年 7月 4日、「人権教育のための国連

10年」に関する国内行動計画（以下「国連 10年国内行

動計画」という。）を策定・公表した。 

また、平成 8年 12 月には、人権擁護施策推進法が５

年間の時限立法として制定され（平成8年法律第120号、

平成9年3月25日施行）、人権教育・啓発に関する施策

等を推進すべき国の責務が定められるとともに、これら

の施策の総合的な推進に関する基本的事項等について

調査審議するため、法務省に人権擁護推進審議会が設置

された。同審議会は、法務大臣、文部大臣（現文部科学
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大臣）及人権教育・啓発に関する基本計画び総務庁長官

（現総務大臣）の諮問に基づき、「人権尊重の理念に関

する国民相互の理解を深めるための教育及び啓発に関

する施策の総合的な推進に関する基本的事項」について、

２年余の調査審議を経た後、平成11年7月29日、上記

関係各大臣に対し答申を行った。 

政府は、これら国連 10 年国内行動計画や人権擁護推

進審議会の答申等を踏まえて、人権教育・啓発を総合的

に推進するための諸施策を実施してきたところである

が、そのより一層の推進を図るためには、人権教育・啓

発に関する理念や国、地方公共団体、国民の責務を明ら

かにするとともに、基本計画の策定や年次報告等、所要

の措置を法定することが不可欠であるとして、平成 12

年 11 月、議員立法により法案が提出され、人権教育・

啓発推進法として制定される運びとなった。 

２ 基本計画の策定方針と構成 

(1) 基本計画の策定方針 

人権教育・啓発推進法は、基本理念として、 「国

及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学

校、地域、家庭、職域その他の様々な場を通じて、国

民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する

理解を深め、これを体得することができるよう、多様

な機会の提供、効果的な手法の採用、国民の自主性の

尊重及び実施機関の中立性の確保を旨として行われ

なければならない。」（第3条）と規定し、基本計画に

ついては、「国は、人権教育及び人権啓発に関する施

策の総合的かつ計画的な推進を図るため、人権教育及

び人権啓発に関する基本的な計画を策定しなければ

ならない。」（第7条）と規定している。 

人権教育・啓発の推進に当たっては、国連 10 年国

内行動計画や人権擁護推進審議会の人権教育・啓発に

関する答申などがその拠り所となるが、これまでの人

権教育・啓発に関する様々な検討や提言の趣旨、人権

教育・啓発推進法制定に当たっての両議院における審

議及び附帯決議、人権分野における国際的潮流などを

踏まえて、基本計画は、以下の方針の下に策定するこ

ととした。 

① 広く国民の一人一人が人権尊重の理念に対する

理解を深め、 これを体得していく必要があり、そ

のためにはねばり強い取組が不可欠であるとの観

点から、中・長期的な展望の下に策定する。 

② 国連 10 年国内行動計画を踏まえ、より充実した

内容のものとする。 

③ 人権擁護推進審議会の人権教育・啓発に関する答

申を踏まえ、 「人権教育・啓発の基本的な在り方」

及び「人権教育・啓発の総合的かつ効果的な推進を

図るための方策」について検討を加える。 

④ 基本計画の策定に当たっては、行政の中立性に配

慮するとともに、地方公共団体や民間団体等関係各

方面から幅広く意見を聴取する。 

(2) 基本計画の構成 

基本計画は、人権教育・啓発の総合的かつ計画的な

推進に関する施策の大綱として、まず、第１章「はじ

めに」において、人権教育・啓発推進法制定までの経

緯と計画の策定方針及びその構成を明らかにすると

ともに、第２章「人権教育・啓発の現状」及び第３章

「人権教育・啓発の基本的在り方」において、我が国

における人権教育・啓発の現状とその基本的な在り方

について言及した後、第４章「人権教育・啓発の推進

方策」において、人権教育・啓発を総合的かつ計画的

に推進するための方策について提示することとし、そ

の具体的な内容としては、人権一般の普遍的な視点か

らの取組のほか、各人権課題に対する取組及び人権に

かかわりの深い特定の職業に従事する者に対する研

修等の問題について検討を加えるとともに、人権教

育・啓発の総合的かつ効果的な推進のための体制等に

ついてその進むべき方向性等を盛り込んでいる。そし

て、最後に、第５章「計画の推進」において、計画の

着実かつ効果的な推進を図るための体制やフォロー

アップ等について記述している。 

人権教育・啓発の総合的かつ計画的な推進を図るに

当たっては、国の取組にとどまらず、地方公共団体や

公益法人・民間団体等の取組も重要である。このため、

政府においては、 これら団体等との連携をより一層

深めつつ、本基本計画に掲げた取組を着実に推進する

こととする。 

第２章 人権教育・啓発の現状（略） 

第３章 人権教育・啓発の基本的在り方 

1 人権尊重の理念人権とは、人間の尊厳に基づいて各人が

持っている固有の権利であり、社会を構成するすべての

人々が個人としての生存と自由を確保し、社会において

幸福な生活を営むために欠かすことのできない権利であ

る。 

すべての人々が人権を享有し、平和で豊かな社会を実

現するためには、人権が国民相互の間において共に尊重

されることが必要であるが、そのためには、各人の人権

が調和的に行使されること、すなわち、「人権の共存」

が達成されることが重要人権教育・啓発に関する基本計

画である。そして、人権が共存する人権尊重社会を実現

するためには、すべての個人が、相互に人権の意義及び

その尊重と共存の重要性について、理性及び感性の両面

から理解を深めるとともに、自分の権利の行使に伴う責

任を自覚し、自分の人権と同様に他人の人権をも尊重す

ることが求められる。 

したがって、人権尊重の理念は、人権擁護推進審議会

が人権教育・啓発に関する答申において指摘しているよ
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うに、「自分の人権のみならず他人の人権についても正

しく理解し、その権利の行使に伴う責任を自覚して、人

権を相互に尊重し合うこと、すなわち、人権共存の考え

方」として理解すべきである。 

２ 人権教育・啓発の基本的在り方 

人権教育・啓発は、人権尊重社会の実現を目指して、

日本国憲法や教育基本法などの国内法、人権関係の国際

条約などに即して推進していくべきものである。 

その基本的な在り方としては、人権教育・啓発推進法

が規定する基本理念（第３条）を踏まえると、次のよう

な点を挙げることができる。 

(1) 実施主体間の連携と国民に対する多様な機会の提

供人権教育・啓発にかかわる活動は、様々な実施主体

によって行われているが、今日、人権問題がますます

複雑・多様化する傾向にある中で、これをより一層効

果的かつ総合的に推進し、多様な学習機会を提供して

いくためには、 これら人権教育・啓発の各実施主体

がその担うべき役割を踏まえた上で、相互に有機的な

連携協力関係を強化することが重要である。 

また、国民に対する人権教育・啓発は、国民の一人

一人の生涯の中で、家庭、学校、地域社会、職域など

あらゆる場と機会を通して実施されることにより効

果を上げるものと考えられ、その観点からも、人権教

育・啓発の各実施主体は相互に十分な連携をとり、そ

の総合的な推進に努めることが望まれる。 

(2) 発達段階等を踏まえた効果的な方法人権教育・啓発

は、幼児から高齢者に至る幅広い層を対象とするもの

であり、その活動を効果的に推進していくためには、

人権教育・啓発の対象者の発達段階を踏まえ、地域の

実情等に応じて、ねばり強くこれを実施する必要があ

る。 

特に、人権の意義や重要性が知識として確実に身に

付き、人権問題を直感的にとらえる感性や日常生活に

おいて人権への配慮がその態度や行動に現れるよう

な人権感覚が十分に身に付くようにしていくことが

極めて重要である。そのためには、人権教育・啓発の

対象者の発達段階に応じながら、その対象者の家庭、

学校、地域社会、職域などにおける日常生活の経験な

どを具体的に取り上げるなど、創意工夫を凝らしてい

く必要がある。その際、人格が形成される早い時期か

ら、人権尊重の精神の芽生えが感性としてはぐくまれ

るように配慮すべきである。 

また、子どもを対象とする人権教育・啓発活動の実

施に当たっては、子どもが発達途上であることに十分

留意することが望まれる。 

また、人権教育・啓発の手法については、「法の下

の平等」、「個人の尊重」といった人権一般の普遍的な

視点からのアプローチと、具体的な人権課題に即した

個別的な視点からのアプローチとがあり、この両者が

あいまって人権尊重についての理解が深まっていく

ものと考えられる。すなわち、法の下の平等、個人の

尊重といった普遍的な視点から人権尊重の理念を国

民に訴えかけることも重要であるが、真に国民の理解

や共感を得るためには、 これと併せて、具体的な人

権課題に即し、国民に親しみやすく分かりやすいテー

マや表現を用いるなど、 様々な創意工夫が求められ

る。他方、個別的な視点からのアプローチに当たって

は、地域の実情等を踏まえるとともに、人権課題に関

して正しく理解し、物事を合理的に判断する精神を身

に付けるよう働きかける必要がある。その際、様々な

人権課題に関してこれまで取り組まれてきた活動の

成果と手法への評価を踏まえる必要がある。 

なお、人権教育・啓発の推進に当たって、外来語を

安易に使用することは、正しい理解の普及を妨げる場

合もあるので、官公庁はこの点に留意して適切に対応

することが望ましい。 

(3) 国民の自主性の尊重と教育・啓発における中立性の

確保人権教育・啓発は、国民の一人一人の心の在り方

に密接にかかわる問題でもあることから、その自主性

を尊重し、押し付けにならないように十分留意する必

要がある。そもそも、人権は、基本的に人間は自由で

あるということから出発するものであって、人権教

育・啓発にかかわる活動を行う場合にも、それが国民

に対する強制となっては本末転倒であり、真の意味に

おける国民の理解を得ることはできない。国民の間に

人権問題や人権教育・啓発の在り方について多種多様

な意見があることを踏まえ、異なる意見に対する寛容

の精神に立って、自由な意見交換ができる環境づくり

に努めることが求められる。 

また、人権教育・啓発がその効果を十分に発揮する

ためには、その内容はもとより、実施の方法等におい

ても、国民から、幅広く理解と共感を得られるもので

あることが必要である。「人権」を理由に掲げて自ら

の不当な意見や行為を正当化したり、異論を封じたり

する「人権万能主義」とでも言うべき一部の風潮、人

権問題を口実とした不当な利益等の要求行為、人権上

問題のあるような行為をしたとされる者に対する行

き過ぎた追及行為などは、いずれも好ましいものとは

言えない。 

このような点を踏まえると、人権教育・啓発を担当

する行政は、特定の団体等から不当な影響を受けるこ

となく、主体性や中立性を確保することが厳に求めら

れる。 

人権教育・啓発にかかわる活動の実施に当たっては、

政治運動や社会運動との関係を明確に区別し、それら

の運動そのものも教育・啓発であるということがない



- 69 - 

よう、十分に留意しなければならない。 

第4 章 人権教育・啓発の推進方策（略） 

第5 章 計画の推進（略） 

 

 

 

７ 新潟県人権教育・啓発推進基本指針 （抄） 

制   定 2004(平成16)年 4 月 

第２次改定 2021(令和 3 )年 6 月 

 

第１章 基本的な考え方 

１ 基本指針策定の趣旨 

(1) 策定の経緯 

国際連合において、1948（昭和23）年、基本的人権

を確保するために、すべての人々や国が達成すべき共

通の基準としての「世界人権宣言」が採択されて以来、

多数の人権関連条約の採択や国際年の設定など人権が

尊重される国際社会の実現に向けて、様々な取組がな

されてきた。 

わが国においても、1946（昭和21）年11月3日、基本

的人権の尊重を基本原理の一つとする日本国憲法を公

布し、この憲法のもとで、国政の全般にわたり人権に

関する諸施策や諸制度の整備に努めてきた。 

本県では、2000（平成12）年に制定された「人権教

育及び人権啓発の推進に関する法律」（以下「人権教

育・啓発推進法」という。）に基づき、2004（平成16）

年に「新潟県人権教育・啓発推進基本指針」を策定し、

あらゆる行政分野で人権施策を推進してきた。 

(2) 本指針を改定する際の考え方 

本県では、最上位の行政計画である「新潟県総合計

画」において、「住んでよし、訪れてよしの新潟県」

を基本理念とし、「安全に安心して暮らせる、暮らし

やすい新潟」「地域経済が元気で活力のある新潟」「県

民一人一人が学び、成長し、活躍できる新潟」を将来

像と位置付けている。この総合計画を真に豊かに実現

し、人がその生を受けたときから、生涯にわたり、「誰

もが個人として尊重され、共に暮らせる社会」（新潟

県総合計画）となるには、あらゆる施策の根本におい

て、人としての尊厳が保障され、個人として尊重され

ることが、何にも増して前提とされなければならない。 

人権教育及び人権啓発は、人権教育・啓発推進法が

定めるように、「人権尊重の精神の涵養」と「普及」

を目的とし、国、地方公共団体、更には国民に対して、

「人権尊重の精神の涵養」に努め、「人権が尊重され

る社会の実現」へ寄与することを期待している。すべ

ての県民の人権が尊重される豊かな県政を実現するた

めには、県の施策の推進とともに、県民一人一人の、

人権にかかわる深い理解と認識、積極的な協力が不可

欠である。 

また、本基本指針に記載した個々の内容は、今後、

急激な時代の進化や変化により、人権教育及び人権啓

発に関わる新たな内容や視点が求められることも推察

されるが、そのような際にも、人権教育及び人権啓発

が本県の施策を根本で支えるものとする本基本指針の

趣旨を常に認識し、新たな課題に対しても適切に対応

を検討していく。 

ア 第１次改定（2020（令和2）年3月） 

女性、子ども、高齢者、障害者、同和問題、外国

人、新潟水俣病被害者、性的指向・性自認等、様々

な分野において、依然として人権侵害が問題となっ

ている状況を踏まえるとともに、深刻化する子ども

や高齢者への虐待、いじめの問題、インターネット

による人権侵害への対応のほか、指針策定後の社会

情勢の変化や、障害者差別、ヘイトスピーチ、部落

差別の解消など人権に関する法整備を踏まえ、全面

的に改定を行った。 

イ 第２次改定（2021（令和3）年6月） 

新たな感染症が繰り返し出現する中で、新型コロ

ナウイルス感染症が発生し感染が拡大した状況を踏

まえ、感染症の感染者等への差別、偏見、誹謗中傷、

デマの拡散等を防止する取組をより一層推進するた

めの改定を行った。 

２ 基本指針の目標と基本理念 

「人権」は人間の尊厳に基づいて各人が持っている固有

の権利であり、社会を構成するすべての人々が個人として

の生存と自由を確保し、社会において幸福な生活を営むた

めに欠かすことのできない普遍的な権利であることから、

日本国憲法においても「基本的人権は侵すことのできない

永久の権利」として保障されている。 

この指針では、基本理念としてすべての人の人権が尊重

される社会づくりを目指し、「県民一人一人がすべての

人々に対して開かれた心で互いの人権を認め、尊重しあう」

社会の実現を引き続き目標とする。 

そして、この実現に向けて、個人の価値観や文化の違い

に偏見を持つことなく、一人一人の個性や多様性を認め合

い、人権が人々の思考や行動の基準として日常生活に根付

くよう教育・啓発を進める。 

３ 基本指針の性格 

この基本指針は、国際連合の決議を受けて国において策

定された「『人権教育のための国連10年』に関する国内行

動計画」（以下「国連10年国内行動計画」という。）の趣

旨を踏まえ、また、人権教育・啓発推進法に則り、本県が

取り組むべき人権教育・啓発の基本的な方向を示すもので

あり、同時に、本県が実施する人権施策に係る基本指針と

なるものである。 
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また、市町村においても人権教育・啓発推進法に則り、

人権教育・啓発に積極的に取り組む責務があるとともに、

企業、団体等をはじめ県民一人一人が人権意識の高揚に寄

与するよう努めることが求められている。 

４ 基本指針策定の背景 

(1) 国際的動向 （略） 

(2) 国の動向 （略） 

(3) 本県の動向 

本県では、これまで庁内関係課で構成する「新潟県

同和対策連絡会議」を設置するとともに、「同和対策

総合計画」を策定して同和問題の解決のため各種施策

を行ってきた。 

また、個別の人権課題ごとに独自の計画や方針を持

ち、それぞれ人権に配慮した施策を実施してきた。  

2004（平成16）年には、人権教育・啓発推進法に基づ

き、新潟県人権教育・啓発推進基本指針を策定し、「県

民一人ひとりがすべての人々に対して開かれた心で互

いの人権を認め、尊重しあう」社会の実現を目指し、

各種の人権施策に取り組んできた。 

これらの施策の推進に当たっては、国や市町村、関

係団体等と連携しながら、課題の解決に取り組んでき

たところであるが、各分野とも依然として多くの課題

が残されている。2018（平成30）年に実施した人権に

関する県民アンケート調査では、基本的人権が「よく

守られている」「だいたい守られている」の回答の合

計が68.1%で、2013（平成25）年に実施した前回の人権

に関する県民アンケート調査より6.8ポイント減少し

ている。 

本県のこのような状況を踏まえると、この基本指針

の重要性は今後一層増していくと考えられ、国際連合

や国の動向、人権教育・啓発推進法の趣旨やこれまで

実施してきた施策の成果や課題などを踏まえ、県民の

人権に対する意識の高揚と心の豊かさの実現に向けて、

県として取り組むべき人権行政の全般にわたり基本指

針に則し諸施策をより積極的に実施していく必要があ

る。 

第２章 様々な場を通じた人権教育・人権啓発の推進 

すべての人々の人権が尊重され、相互に共存し得る平和で

豊かな社会を実現するためには、県民一人一人の人権尊重の

精神の涵養を図ることが大切であり、教育の果たす役割は重

要である。 

このため、幼児期からの発達の段階や地域の実情等に応じ

て、学校教育と社会教育とが相互に連携を図りつつ、個人の

人権が尊重され、個性、能力、適性等が十分に発揮できるよ

う人権教育の推進に努める。 

また、企業・団体等にあっても豊かな社会づくりに貢献す

る責任を担っており、職場における人権教育・啓発の推進に

取り組むよう努めることが求められている。 

さらに、県民一人一人が生涯を通じて人権について自分の

こととして考えていくことが大切であることから、県民の人

権意識の高揚を図るために、新聞やテレビなどマスメディア

のほか、多様な媒体を効果的に活用して人権啓発活動を進め 

る必要がある。 

１ 学校教育における人権教育の推進 

(1) 現状と課題 

学校教育においては、それぞれの学校種の教育目標

の実現を目指した教育活動全体を通じて、人権尊重の

意識を高め、一人一人を大切にした教育の充実を図っ

ている。 

しかし、学校現場では、いじめ問題が依然として深

刻な状況にあり、児童生徒に、いじめは命をも奪いか

ねない差別行為・人権侵害行為との認識や人権感覚が

十分に浸透していないといった問題も指摘されている。

また、情報化の進展によって、児童生徒がインターネ

ットによる人権侵害などのトラブルに巻き込まれる可

能性が高まっている。 

そのため、各学校が全ての児童生徒、教職員、保護

者等の関係を尊重しあえる教育活動や学校運営を進め

るとともに、教職員の指導力を高める研修を一層充実

させ、様々な人権課題の解決に向けた取組の充実を図

ることが大切である。 

(2) 基本方針 

学校教育においては、人権が尊重される学級づくり、

学校づくりをとおして、子ども一人一人を大切にしな

がら、発達の段階に応じた計画的・組織的な人権教育、

同和教育を行い、人権に関する理解を深め、豊かな人

権感覚を養い、互いに自他の大切さを認め合う態度や

行動力を身に付けさせる。 

そのため、「新潟県人権教育基本方針」に基づき、

教育活動全体を通じて様々な人権課題の解決に向けた

取組を図るとともに、課題を抱える子どもたちに寄り

添いかかわる同和教育を中核にした人権教育を着実に

実践する。 

また、同和問題をはじめとする研修の充実を図り、

教職員一人一人の指導力の向上を目指す。 

ア 授業等の改善 

子どもや地域の実態を踏まえた全体計画や年間指

導計画を全教職員が参画して作成し、工夫改善を図

る。その際、情報モラルやインターネットリテラシ

ーについても確実に指導するよう留意する。 

各教科等においては、副読本を有効活用するとと

もに体験的な活動を取り入れるなどして、人権に関

する知的理解と人権感覚を高め、自他の人権を守る

実践行動に結びつくような授業を工夫する。 

イ 研修の充実 

正しい認識を身に付け、人権感覚を磨くために学
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び直す校内研修や差別の現実に学ぶ現地研修を計画

的に実施する。 

ウ 環境づくり 

互いを認め合い、支え合う人間関係を基本とした

学級･学校づくり、家庭や地域と連携した取組を推進

する。 

２ 社会教育における人権教育の推進 

(1) 現状と課題 

社会教育においては、女性・子ども・高齢者・障害

者・同和問題・外国人等をめぐる様々な人権課題につ

いて公民館等の社会教育施設で各種の学級・講座を開

設してきた。 

しかし、各種学級・講座の開設数は依然として少な

い状況にあり、人権教育・啓発の一層の推進が求めら

れている。 

このため、生涯の各時期に応じ、人権に関する学習

ができるよう講演会やワークショップ等の学習機会の

一層の拡充、学習意欲を喚起する学習プログラムの開

発・提供や指導者の育成を図り、家庭や地域において

更に人権意識を高める取組を推進することが大切であ

る。 

(2) 基本方針 

すべての人々の人権が尊重される地域社会づくりを

目指して、公民館等の社会教育施設を活用し、地域の

実情や学習者のニーズに応じ、多様な学習情報や学習

プログラムを提供するなどして、人権に関する学習の

充実に努める。また、様々な人権問題に関して深い見

識を持つ人材を活用し、地域における人権教育、同和

教育の指導者を養成する。 

ア 子どもたちが豊かな心や自他の人権を尊重し合う

態度を身に付けるようになるためには家庭や地域の

大人たちが日常生活を通じ、差別をしない姿勢を示

していくことが重要である。 

このために家庭や地域の大人たちが人権感覚を十

分身に付けるよう公民館等の社会教育施設を中心と

して、地域の実情に応じた人権に関する多様な学習

機会の充実を図る。 

また、すべての教育の出発点である家庭教育では、

日常生活を通じて、家族全体が自他の人権を尊重し

合えるよう、人権に関する学習機会の提供や情報発

信等を行うとともに、家庭の教育力の向上を支援し、

家族全体で人権意識が高まるよう促す。 

イ 地域社会における指導者の養成と資質の向上を目

指して、フィールドワークなど参加体験型アプロー

チを採用するなど、より実効的な手法を取り入れる

創意工夫を図るとともに、地域全体が自他の人権を

尊重し合えるよう、実践に結びつく指導者研修会の

内容の充実を図る。 

ウ 様々な人権問題を正しく理解するために、参加者

の学習意欲を高めるような参加体験型の学習プログ

ラムの開発・提供を行い、公民館等の社会教育施設

での学級・講座が充実するよう市町村教育委員会と

の連携を図る。 

また、学習が実践活動に結びつくような手法を用

いた学習資料の開発・提供を行うとともに、生涯学

習情報提供システム（ラ・ラ・ネット）を活用して

その周知に努める。 

３ 企業・団体等に対する人権啓発の推進 

(1) 現状と課題 

企業・団体等においては、社会を構成する一員とし

て、人権を尊重する社会的責任（ＣＳＲ）を果たすこ

とが求められており、性別、国籍、年齢、障害などに

関わりなく、多様な個性が力を発揮し、共存を目指す

ダイバーシティ（多様性）の考え方を取り入れた経営

にも関心が高まっている。 

しかし、採用選考では、身元調査の実施、採用試験

における不適切な質問や個人情報に関する不要な書類

の提出要請など人権への配慮が不十分な事例が依然と

して見受けられる。その他、男女差別、セクシュアル・

ハラスメント、高齢者・障害者・外国人の雇用差別等

の人権侵害が問題となっている。 

このため、誰もが差別なく働くことのできる場の確

保を目指し、企業・団体等における人権尊重の意識の

高い職場づくりを促進する必要がある。 

(2) 基本方針 

企業・団体等に対しては、その社会的責任を自覚す

るよう促し、男女共同参画社会の実現をはじめ、統一

応募用紙の使用等公正な採用選考や配置・昇進などに

ついて、人権に配慮した適切な対応を行うよう、企業

等の経営者や管理者を中心に啓発に努める。 

ア 企業・団体等の人権教育・啓発の取組を促進する

ため、資料・情報の提供、企業等の管理者を対象と

した講演会の開催等啓発を行う。 

イ マスメディア等多様な広報媒体を活用した広報・

啓発活動や啓発用パンフレットの配布、啓発ビデオ

の貸出等の取組により啓発を行う。 

４ 県民に対する人権啓発の推進 

(1) 現状と課題 

依然として日常生活の中で様々な人権侵害があるこ

とから、県民一人一人の人権意識を高める必要がある。 

(2) 基本方針 

広く県民に対しては、人権についての正しい理解と

認識が深まり、日常生活における人権感覚が身に付く

よう、様々な手法を活用して広報・啓発を推進する。 

ア マスメディア等多様な広報媒体を活用した広報・

啓発活動や県民を対象とした人権講演会等の各種イ
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ベントの実施、啓発用パンフレットの配布、啓発ビ

デオの貸出等の取組により啓発を行う。 

イ 県民一人一人の人権問題への関心と理解が深まる

よう、広報・啓発の活動内容の一層の充実を図ると

ともに、法務局、市町村等で構成する「人権啓発活

動ネットワーク協議会」などを活用し、国・市町村・

民間団体と連携を図りながら啓発活動を進める。 

５ インターネットによる人権侵害を防ぐための啓発の推

進 

(1) 現状と課題 

高度情報化社会の進展に伴い、パソコンやスマート

フォン等によるインターネットの利用は広く普及して

いる。しかし、匿名性を悪用して、ネットいじめ、ヘ

イトスピーチ、障害者や同和問題等に関する差別的な

書き込み等、他人を誹謗中傷する表現や不当な差別的

取扱いを助長・誘発する表現、また様々な有害情報等

のブログやＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・

サービス）への掲示など、人権にかかわる深刻な問題

が発生している。とりわけ、インターネット、ＳＮＳ

等の普及と拡大は、あらゆる人権課題において、人と

しての尊厳や社会生活を暴力的に侵害する状況を作り

出してきており、人権をめぐる新たな危機への対応が

必要となっている。 

また、2018(平成30)年に実施した人権に関する県民

アンケート調査でも、関心のある人権問題として、イ

ンターネットによる人権侵害が46.1％と、高い結果と

なっており、県民の関心の高さを示している。 

(2) 基本方針 

インターネットによる人権侵害を防ぐために、児童

生徒を含め県民一人一人が、個人のプライバシーや名

誉に関する正しい理解を深め、インターネットによる

人権侵害となる行為を防止するための教育・啓発を行

うとともに、トラブルへの対処のため相談窓口の活用

を啓発する。 

ア 有害広告物などの既存の媒体やインターネット上

の有害情報から子どもを守るため、これらの有害情

報を選別するフィルタリングシステムを各家庭にお

いて導入するなどの対策とともに、インターネット

事業者において有害情報の送信を防止する措置など

を講じるよう広報啓発に努める。 

イ インターネット上における差別表現など人権を侵

害する情報については、削除要請を行うなど関係機

関との連携により適切に対応していく。 

第３章 分野別人権施策の推進 （略） 

第４章 人権にかかわりの深い特定の職業に従事する人に

対する人権教育の推進 （略） 

第５章 人権施策推進に向けて 

１ 県の基本姿勢 

県は、この基本指針に基づき、人権に配慮した行政の推

進や人権意識向上のための教育・啓発などに総合的に取り

組む。 

(1)庁内推進体制の整備 

この基本指針に基づく施策の推進に当たっては、

庁内体制として「新潟県人権施策推進会議」を設置

し、庁内の密接な連携のもとに諸施策を推進する。 

(2)人権尊重の視点に立った職務遂行 

県職員一人一人が人権尊重の視点に立って職務を

行うよう取り組む。 

(3)人権課題への適切な対応 

人権課題について、国、市町村、民間団体等と連

携を図り、その状況を的確に把握し、適切な対応を

図る。 

(4)職員に対する研修等の実施 

県職員一人一人の人権意識の高揚を図るため、職

員に対する各種講演会や研修会を積極的に実施する。 

２ 関係機関等との連携 

人権教育・啓発を効果的に推進していくためには、社会

全体の取組が必要であり、国、市町村、民間団体等がそれ

ぞれの役割に応じて協力し、連携し、全県的に取り組むこ

とが重要である。 

(1)国との連携 

国が実施する人権関係施策に協力するとともに、法

務局、人権擁護委員連合会、人権啓発活動ネットワー

ク協議会等と連携しながら人権教育・啓発活動に取り

組む。 

(2)市町村との連携 

第１章で述べたとおり、市町村は、人権教育・啓発

に努める責務がある。 

このため、市町村に対し、人権教育・啓発への積極

的な取組を促すとともに、情報提供や助言等の支援を

行うなど、市町村と連携を図りながら人権教育・啓発

を推進する。 

(3)民間団体等との連携 

人権問題の解決を目指す多くの企業やＮＰＯなどの

民間団体に対しての情報の提供、助言を行うなど、そ

の活動を支援し連携を図るとともに、先進的な意見・

情報等の聴取に努め、人権啓発の効果的な推進に努め

る。 

３ 基本指針の見直し等 

この基本指針は、国際連合や国の動向、社会情勢の変化、

人権に関する県民の意識を踏まえ、各人権分野の有識者等

で構成する懇談会に提言を求め、見直しを行い、内容の充

実を図る。 

また、この基本指針に基づく施策の実施状況等について

は、各人権分野の有識者で構成する懇談会に報告して意見

を求め、その結果を公表するとともに施策の更なる推進に
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反映するよう努める。 

 

 

 

８ 女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関す

る条約 （抄） 

採  択 1979(昭和54)年12月18日 

日本批准 1985(昭和60)年 6 月25日 

（略） 

女子に対する差別は、権利の平等の原則及び人間の尊厳

の尊重の原則に反するものであり、女子が男子と平等の条

件で自国の政治的、社会的、経済的及び文化的活動に参加

する上で障害となるものであり、社会及び家族の繁栄の増

進を阻害するものであり、また、女子の潜在能力を自国及

び人類に役立てるために完全に開発することを一層困難に

するものである （略） 

国の完全な発展、世界の福祉及び理想とする平和は、あ

らゆる分野において女子が男子と平等の条件で最大限に参

加することを必要としていることを確信し、家族の福祉及

び社会の発展に対する従来完全には認められていなかった

女子の大きな貢献、母性の社会的重要性並びに家庭及び子

の養育における両親の役割に留意し、また、出産における

女子の役割が差別の根拠となるべきではなく、子の養育に

は男女及び社会全体が共に責任を負うことが必要であるこ

とを認識し、社会及び家庭における男子の伝統的役割を女

子の役割とともに変更することが男女の完全な平等の達成

に必要であることを認識し、女子に対する差別の撤廃に関

する宣言に掲げられている諸原則を実施すること及びこの

ために女子に対するあらゆる形態の差別を撤廃するための

必要な措置をとることを決意して、次のとおり協定した。 

第1部 

第１条 この条約の適用上、「女子に対する差別」とは、

性に基づく区別、排除又は制限であつて、政治的、経済

的、社会的、文化的、市民的その他のいかなる分野にお

いても、女子（婚姻をしているかいないかを問わない。）

が男女の平等を基礎として人権及び基本的自由を認識し、

享有し又は行使することを害し又は無効にする効果又は

目的を有するものをいう。 

第２条 締約国は、女子に対するあらゆる形態の差別を非

難し、女子に対する差別を撤廃する政策をすべての適当

な手段により、かつ、遅滞なく追求することに合意し、

及びこのため次のことを約束する。 

 （a） 男女の平等の原則が自国の憲法その他の適当な法

令に組み入れられていない場合にはこれを定め、か

つ、男女の平等の原則の実際的な実現を法律その他

の適当な手段により確保すること。 

 （b） 女子に対するすべての差別を禁止する適当な立法

その他の措置（適当な場合には制裁を含む。）をと

ること。 

 （c） 女子の権利の法的な保護を男子との平等を基礎と

して確立し、かつ、権限のある自国の裁判所その他

の公の機関を通じて差別となるいかなる行為からも

女子を効果的に保護することを確保すること。 

 （d） 女子に対する差別となるいかなる行為又は慣行も

差し控え、かつ、公の当局及び機関がこの義務に従

って行動することを確保すること。 

 （e） 個人、団体又は企業による女子に対する差別を撤

廃するためのすべての適当な措置をとること。 

（f） 女子に対する差別となる既存の法律、規則、慣習

及び慣行を修正し又は廃止するためのすべての適

当な措置（立法を含む。）をとること。 

（g） 女子に対する差別となる自国のすべての刑罰規定

を廃止すること。 

第３条  締約国は、あらゆる分野、特に、政治的、社会的、

経済的及び文化的分野において、女子に対して男子との

平等を基礎として人権及び基本的自由を行使し及び享有

することを保障することを目的として、女子の完全な能

力開発及び向上を確保するためのすべての適当な措置

（立法を含む。）をとる。 

第４条 

１ 締約国が男女の事実上の平等を促進することを目

的とする暫定的な特別措置をとることは、この条約に

定義する差別と解してはならない。ただし、その結果

としていかなる意味においても不平等な又は別個の

基準を維持し続けることとなってはならず、これらの

措置は、機会及び待遇の平等の目的が達成された時に

廃止されなければならない。 

２ 締約国が母性を保護することを目的とする特別措

置（この条約に規定する措置を含む。）をとることは、

差別と解してはならない。 

第５条 締約国は次の目的のためのすべての適当な措置を

とる。 

（a） 両性いずれかの劣等性若しくは優越性の観念又

は男女の定型化された役割に基づく偏見及び慣習

その他あらゆる慣行の撤廃を実現するため、男女の

社会的及び文化的な行動様式を修正すること。 

（b） 家庭についての教育に、社会的機能としての母

性についての適正な理解並びに子の養育及び教育

における男女の共同責任についての認識を含める

ことを確保すること。あらゆる場合において、子の

利益は最初に考慮するものとする。 

第６条  締約国は、あらゆる形態の女子の売買及び女子の

売春からの搾取を禁止するためのすべての適当な措置

（立法を含む。）をとる。 

第２部（略） 
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第３部 

第10条 

   締約国は、教育の分野において、女子に対して男子と

平等の権利を確保することを目的として、特に、男女の

平等を基礎として次のことを確保することを目的として、

女子に対する差別を撤廃するためのすべての適当な措置

をとる。 

（a） 農村及び都市のあらゆる種類の教育施設における

職業指導、修学の機会及び資格証書の取得のための

同一の条件。このような平等は、就学前教育、普通

教育、技術教育、専門教育及び高等技術教育並びに

あらゆる種類の職業訓練において確保されなけれ

ばならない。 

（b） 同一の教育課程、同一の試験、同一の水準の資格

を有する教育職員並びに同一の質の学校施設及び

設備を享受する機会 

 （c） すべての段階及びあらゆる形態の教育における男

女の役割についての定型化された概念の撤廃を、こ

の目的の達成を助長する男女共学その他の種類の教

育を奨励することにより、また、特に、教材用図書

及び指導計画を改訂すること並びに指導方法を調整

することにより行うこと。 

（d） 奨学金その他の修学援助を享受する同一の機会 

 （e） 継続教育計画（成人向けの及び実用的な識字計画

を含む。）特に、男女間に存在する教育上の格差を

できる限り早期に減少させることを目的とした継続

教育計画を利用する同一の機会 

 （f） 女子の中途退学率を減少させること及び早期に退

学した女子のための計画を策定すること。 

（g） スポーツ及び体育に積極的に参加する同一の機会 

（h） 家族の健康及び福祉の確保に役立つ特定の教育的

情報（家族計画に関する情報及び助言を含む。）を

享受する機会 

 以下（略） 

 

 

 

９ 男女共同参画社会基本法 （抄） 
公   布 1999(平成11)年6月23日 

改正法施行 2001(平成13)年1月 6 日 

（目的） 

第１条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会

経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現

することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成

に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び

国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めるこ

とにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的

に推進することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義

は、当該各号に定めるところによる。 

１ 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成

員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野にお

ける活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等

に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受するこ

とができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成するこ

とをいう。 

２ 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の

格差を改善するため必要な範囲内において、男女のいず

れか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをい

う。 

（男女の人権の尊重） 

第３条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての

尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱

いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機

会が確保されることその他の男女の人権が尊重されるこ

とを旨として、行われなければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第４条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会にお

ける制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等を

反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立

でない影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形

成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、

社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の

選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なものとする

ように配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第５条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等

な構成員として、国若しくは地方公共団体における政策

又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して

参画する機会が確保されることを旨として、行われなけ

ればならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第６条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女

が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の

介護その他の家庭生活における活動について家族の一員

としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活

動を行うことができるようにすることを旨として、行わ

れなければならない。 

（国際的協調） 

第７条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会におけ

る取組と密接な関係を有していることにかんがみ、男女

共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなけれ

ばならない。 

（国の責務） 
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第８条 国は、第3 条から前条までに定める男女共同参画

社会の形成についての基本理念（以下「基本理念」とい

う。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合

的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第９条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同

参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた施策及

びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策

を策定し、及び実施する責務を有する。 

（国民の責務） 

第10条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会の

あらゆる分野において、基本理念にのっとり、男女共同

参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。 

 （略） 

（男女共同参画基本計画） 

第13条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共同参

画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女

共同参画基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定

めるものとする。 

（1） 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策の大綱 

（2） 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するた

めに必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、

男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決定を求め

なければならない。 

 （略） 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第 14条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、

当該都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道

府県男女共同参画計画」という。）を定めなければなら

ない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項につい

て定めるものとする。 

（1） 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべ

き男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

（2） 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共

同参画計画を勘案して、当該市町村の区域における男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本

的な計画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）

を定めるように努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又

は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更したときは、

遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第15条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成

に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施す

るに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなけ

ればならない。 

（国民の理解を深めるための措置） 

第16条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基

本理念に関する国民の理解を深めるよう適切な措置を講

じなければならない。 

以下（略）  

 

 

 

10 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等

に関する法律 （抄）  

公    布 2001(平成13) 年4月13日 

改正法施行 2014(平成26) 年1月 3 日 

（定義） 

第１条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配

偶者からの身体に対する暴力（身体に対する不法な攻撃

であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下

同じ。）又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言

動（以下この項及び第 28 条の２において「身体に対す

る暴力等」と総称する。）をいい、配偶者からの身体に

対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又はそ

の婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であ

った者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含むも

のとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力

を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしてい

ないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、「離

婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と

同様の事情にあった者が、事実上離婚したと同様の事情

に入ることを含むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第２条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止

するとともに、被害者の自立を支援することを含め、そ

の適切な保護を図る責務を有する。 

（基本方針） 

第２条の２ 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及

び厚生労働大臣（以下この条及び次条第５項において「主

務大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護のための施策に関する基本的な方針（以下こ
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の条並びに次条第１項及び第３項において「基本方針」

という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第

１項の都道府県基本計画及び同条第３項の市町村基本計

画の指針となるべきものを定めるものとする。 

(1) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す

る基本的な事項 

(2) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため

の施策の内容に関する事項 

(3) その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の実施に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しよう

とするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議し

なければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したと

きは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（都道府県基本計画等） 

第２条の３ 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府

県における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の

ための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条に

おいて「都道府県基本計画」という。）を定めなければ

ならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定め

るものとする。 

(1) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す

る基本的な方針 

(2) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため

の施策の実施内容に関する事項 

(3) その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に

即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該市町村

における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のた

めの施策の実施に関する基本的な計画（以下この条にお

いて「市町村基本計画」という。）を定めるよう努めな

ければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村

基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これ

を公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基

本計画又は市町村基本計画の作成のために必要な助言そ

の他の援助を行うよう努めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第３条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所

その他の適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力

相談支援センターとしての機能を果たすようにするもの

とする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、

当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能

を果たすようにするよう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務を行うも

のとする。 

(1) 被害者に関する各般の問題について、相談に応ず

ること又は婦人相談員若しくは相談を行う機関を紹

介すること。 

(2) 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又

は心理学的な指導その他の必要な指導を行うこと。 

(3) 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっ

ては、被害者及びその同伴する家族。次号、第６号、

第５条及び第８条の３において同じ。）の緊急時に

おける安全の確保及び一時保護を行うこと。 

(4) 被害者が自立して生活することを促進するため、

就業の促進、住宅の確保、援護等に関する制度の利

用等について、情報の提供、助言、関係機関との連

絡調整その他の援助を行うこと。 

(5) 第４章に定める保護命令の制度の利用について、

情報の提供、助言、関係機関への連絡その他の援助

を行うこと。 

(6) 被害者を居住させ保護する施設の利用について、

情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の

援助を行うこと。 

４ 前項第３号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、

又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行

うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当

たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護を図るための活動を行う民間の団体との連携

に努めるものとする。 

（婦人相談員による相談等） 

第４条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導

を行うことができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第５条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護

を行うことができる。 

 （配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第６条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者

からの身体に対する暴力に限る。以下この章において同

じ。）を受けている者を発見した者は、その旨を配偶者

暴力相談支援センター又は警察官に通報するよう努めな

ければならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、

配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと

認められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相

談支援センター又は警察官に通報することができる。こ

の場合において、その者の意思を尊重するよう努めるも
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のとする。 

３ 刑法（明治40 年法律第45 号）の秘密漏示罪の規定そ

の他の守秘義務に関する法律の規定は、前 

２項の規定により通報することを妨げるものと解釈し

てはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、

配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと

認められる者を発見したときは、その者に対し、配偶者

暴力相談支援センター等の利用について、その有する情

報を提供するよう努めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての

説明等） 

第７条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する

通報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、被害者に

対し、第３条第３項の規定により配偶者暴力相談支援セ

ンターが行う業務の内容について説明及び助言を行うと

ともに、必要な保護を受けることを勧奨するものとする。  

（警察官による被害の防止） 

第８条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行わ

れていると認めるときは、警察法（昭和29年法律第162 

号）、警察官職務執行法（昭和 23 年法律第 136 号）そ

の他の法令の定めるところにより、暴力の制止、被害者

の保護その他の配偶者からの暴力による被害の発生を防

止するために必要な措置を講ずるよう努めなければなら

ない。 

（警察本部長等の援助） 

第８条の２ 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察

本部の所在地を包括する方面を除く方面については、方

面本部長。第 15 条第３項において同じ。）又は警察署

長は、配偶者からの暴力を受けている者から、配偶者か

らの暴力による被害を自ら防止するための援助を受けた

い旨の申出があり、その申出を相当と認めるときは、当

該配偶者からの暴力を受けている者に対し、国家公安委

員会規則で定めるところにより、当該被害を自ら防止す

るための措置の教示その他配偶者からの暴力による被害

の発生を防止するために必要な援助を行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第８条の３ 社会福祉法（昭和26 年法律第45 号）に定め

る福祉に関する事務所（次条において「福祉事務所」と

いう。）は、生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）、

児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）、母子及び寡婦

福祉法（昭和 39 年法律第 129 号）その他の法令の定め

るところにより、被害者の自立を支援するために必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第９条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福

祉事務所等都道府県又は市町村の関係機関その他の関係

機関は、被害者の保護を行うに当たっては、その適切な

保護が行われるよう、相互に連携を図りながら協力する

よう努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第９条の２ 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員

の職務の執行に関して被害者から苦情の申出を受けたと

きは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものと

する。 

（保護命令） 

第10条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命

等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対し害を加え

る旨を告知してする脅迫をいう。以下この章において同

じ。）を受けた者に限る。以下この章において同じ。）

が、配偶者からの身体に対する暴力を受けた者である場

合にあっては配偶者からの更なる身体に対する暴力（配

偶者からの身体に対する暴力を受けた後に、被害者が離

婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、

当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する

暴力。第 12 条第１項第２号において同じ。）により、

配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた者である場合

にあっては配偶者から受ける身体に対する暴力（配偶者

からの生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚

をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当

該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴

力。同号において同じ。）により、その生命又は身体に

重大な危害を受けるおそれが大きいときは、裁判所は、

被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加え

られることを防止するため、当該配偶者（配偶者からの

身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた後に、

被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合に

あっては、当該配偶者であった者。以下この条、同項第

３号及び第４号並びに第 18 条第１項において同じ。）

に対し、次の各号に掲げる事項を命ずるものとする。た

だし、第２号に掲げる事項については、申立ての時にお

いて被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共にする場合

に限る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して６月間、被害者

の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居

を除く。以下この号において同じ。）その他の場所に

おいて被害者の身辺につきまとい、又は被害者の住居、

勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいか

いしてはならないこと。 

二 命令の効力が生じた日から起算して２月間、被害者

と共に生活の本拠としている住居から退去すること

及び当該住居の付近をはいかいしてはならないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第１号の規定

による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者

の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられる

ことを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が



- 78 - 

生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日

から起算して六月を経過する日までの間、被害者に対し

て次の各号に掲げるいずれの行為もしてはならないこと

を命ずるものとする。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるような事項を

告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場

合を除き、連続して、電話をかけ、ファクシミリ装置

を用いて送信し、若しくは電子メールを送信すること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後 10 時から午前

６時までの間に、電話をかけ、ファクシミリ装置を用

いて送信し、又は電子メールを送信すること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情

を催させるような物を送付し、又はその知り得る状態

に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状

態に置くこと。 

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその

知り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を害する文

書、図画その他の物を送付し、若しくはその知り得る

状態に置くこと。 

３ 第一項本文に規定する場合において、被害者がその成

年に達しない子（以下この項及び次項並びに第 12 条第

１項第３号において単に「子」という。）と同居してい

るときであって、配偶者が幼年の子を連れ戻すと疑うに

足りる言動を行っていることその他の事情があることか

ら被害者がその同居している子に関して配偶者と面会す

ることを余儀なくされることを防止するため必要がある

と認めるときは、第１項第１号の規定による命令を発す

る裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、

その生命又は身体に危害が加えられることを防止するた

め、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同

号の規定による命令の効力が生じた日から起算して６月

を経過する日までの間、当該子の住居（当該配偶者と共

に生活の本拠としている住居を除く。以下この項におい

て同じ。）、就学する学校その他の場所において当該子

の身辺につきまとい、又は当該子の住居、就学する学校

その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはな

らないことを命ずるものとする。ただし、当該子が十五

歳以上であるときは、その同意がある場合に限る。 

４ 第１項本文に規定する場合において、配偶者が被害者

の親族その他被害者と社会生活において密接な関係を有

する者（被害者と同居している子及び配偶者と同居して

いる者を除く。以下この項及び次項並びに第 12 条第１

項第４号において「親族等」という。）の住居に押し掛

けて著しく粗野又は乱暴な言動を行っていることその他

の事情があることから被害者がその親族等に関して配偶

者と面会することを余儀なくされることを防止するため

必要があると認めるときは、第１項第１号の規定による

命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立

てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを

防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた

日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起

算して６月を経過する日までの間、当該親族等の住居（当

該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下

この項において同じ。）その他の場所において当該親族

等の身辺につきまとい、又は当該親族等の住居、勤務先

その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはな

らないことを命ずるものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の 15 歳未満の

子を除く。以下この項において同じ。）の同意（当該親

族等が 15 歳未満の者又は成年被後見人である場合にあ

っては、その法定代理人の同意）がある場合に限り、す

ることができる。 

以下 （略） 

 

 

 

11 児童福祉法 （抄） 
公   布 1947(昭和22)年12月12日 

改正法施行 2013(平成25)年 6 月14日 

総 則 

第 1 条 すべて国民は、児童が心身ともに健やかに生まれ、

且つ、育成されるよう努めなければならない。 

２ すべて児童は、ひとしくその生活を保障され、愛護さ

れなければならない。 

第２条 国及び地方公共団体は、児童の保護者とともに、

児童を心身ともに健やかに育成する責任を負う。 

第３ 条 前２条の規定するところは、児童の福祉を保障す

るための原理であり、この原理は、すべて児童に関する

法令の施行にあたつて、常に尊重されなければならない。 

第４条 この法律で、児童とは、満 18 歳に満たない者を

いい、児童を左のように分ける。 

 一 乳児 満１歳に満たない者 

 二 幼児 満１歳から、小学校就学の始期に達するまで

の者 

 三 少年 小学校就学の始期から、満 18 歳に達するま

での者 

第５ 条 この法律で、妊産婦とは、妊娠中又は出産後１年

以内の女子をいう。 

第６条 この法律で、保護者とは、親権を行う者、未成年

後見人その他の者で、児童を現に監護する者をいう。 

（略） 

第10条 市町村は、この法律の施行に関し、次に掲げる業
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務を行わなければならない。 

 一 児童及び妊産婦の福祉に関し、必要な実情の把握に

努めること。 

 二 児童及び妊産婦の福祉に関し、必要な情報の提供を

行うこと。 

 三  児童及び妊産婦の福祉に関し、家庭その他からの相

談に応じ、必要な調査及び指導を行うこと並びにこれ

らに付随する業務を行うこと。 

（略） 

第16条 市町村の区域に児童委員を置く。 

２ 民生委員法（昭和 23 年法律第 198 号）による民生委

員は、児童委員に充てられたものとする。 

３ 厚生労働大臣は、児童委員のうちから、主任児童委員

を指名する。 

４ 前項の規定による厚生労働大臣の指名は、民生委員法

第5 条の規定による推薦によつて行う。 

第17条 児童委員は次に掲げる職務を行う。 

 一 児童及び妊産婦につき、その生活及び取り巻く環境

の状況を適切に把握しておくこと。 

 二 児童及び妊産婦につき、その保護、保健その他福祉

に関し、サービスを適切に利用するために必要な情報

の提供その他の援助及び指導を行うこと。 

 三 児童及び妊産婦に係る社会福祉を目的とする事業を

経営する者又は児童の健やかな育成に関する活動を行

なう者と密接に連携し、その事業又は活動を支援する

こと。 

 四 児童福祉司又は福祉事務所の社会福祉主事の行う職

務に協力すること。 

 五 児童の健やかな育成に関する気運の醸成に努めるこ

と。 

 六 前各号に掲げるもののほか、必要に応じて、児童及

び妊産婦の福祉の増進を図るための活動を行なうこと。 

２ 主任児童委員は、前各号に掲げる児童委員の職務につ

いて、児童の福祉に関する機関と児童委員（主任児童委

員である者を除く。以下この項において同じ。）との連

携調整を行うとともに、児童委員の活動に対する援助及

び協力を行う。 

（略） 

第21条の８ 市町村は、次条に規定する子育て支援事業に

係る福祉サービスその他地域の実情に応じたきめ細かな

福祉サービスが積極的に提供され、保護者が、その児童

及び保護者の心身の状況、これら者の置かれている環境

その他の状況に応じて、当該児童を養育するために最も

適切な支援が総合的に受けられるように、福祉サービス

を提供する者又はこれに参画する者の活動の連携及び調

整を図るようにすることその他の地域の実情に応じた体

制の整備に努めなければならない。 

第 21条の９ 市町村は、児童の健全な育成に資するため、

その区域内において、放課後児童健全育成事業及び子育

て短期支援事業並びに次に掲げる事業であって主務省令

で定めるもの（以下「子育て支援事業」という。）が着

実に実施されるよう、必要な措置の実施に努めなければ

ならない。 

 一 児童及びその保護者又はその他の者の居宅において

保護者の児童の養育を支援する事業 

 二 保育所その他の施設において保護者の児童の養育を

支援する事業 

 三 地域の児童の養育に関する各般の問題につき、保護

者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行

う事業 

（略） 

第25条の２ 地方公共団体は、単独で又は共同して、要保

護児童の適切な保護を図るため、関係機関、関係団体及

び児童の福祉に関連する職務に従事する者その他の関係

者（以下「関係機関等」という。）により構成される要

保護児童対策地域協議会（以下「協議会」という。）を

置くことができる。 

２ 協議会は、要保護児童及びその保護者（以下「要保護

児童等」という。）に関する情報その他要保護児童の適

切な保護を図るために必要な情報の交換を行うとともに、

要保護児童等に対する支援の内容に関する協議を行うも

のとする。 

以下（略） 

 

 

 

12 児童の権利に関する条約 （抄） 
国連総会採択 1989(平成元)年11月20日 

日 本 批 准 1994(平成 6)年 4 月22日 

前 文 

この条約の締約国は、…（略） 

家族が、社会の基礎的な集団として、並びに家族すべて

の構成員、特に、児童の成長及び福祉のための自然な環境

として、社会においてその責任を十分に引き受けることが

できるよう必要な保護及び援助を与えられべきであること

を確信し、児童が、その人格の完全なかつ調和のとれた発

達のため、家庭環境の下で幸福、愛情及び理解のある雰囲

気の中で成長すべきであることを認め、児童が、社会にお

いて個人として生活するため十分な準備が整えられるべき

であり、かつ、国際連合憲章において宣明された理想の精

神並びに特に平和、尊厳、寛容、自由、平等及び連帯の精

神に従って育てられるべきであること、…（略） 

児童の権利に関する宣言において示されているとおり

「児童は、身体的及び精神的に未熟であるため、その出生

の前後において、適当な法的保護を含む特別な保護及び世
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話を必要とする。」…（略） 

児童の保護及び調和のとれた発達のために各人民の伝統

及び文化的価値が有する重要性を十分に考慮し、あらゆる

国特に開発途上国における児童の生活条件を改善するため

に国際協力が重要であることを認めて、次のとおり協定し

た。 

第１部 

第１条 この条約の適用上、児童とは、18歳未満のすべて

の者をいう。ただし、当該児童で、その者に適用される

法律によりより早く成年に達したものを除く。 

第２条 

１ 締約国は、その管轄の下にある児童に対し、児童又は

その父母若しくは法定保護者の人種、皮膚の色、性、言

語、宗教、政治的意見その他の意見、国民的、種族的若

しくは社会的出身、財産、心身障害、出生又は他の地位

にかかわらず、いかなる差別もなしにこの条約に定める

権利を尊重し、及び確保する。 

２ 締約国は、児童がその父母、法定保護者又は家族の構

成員の地位、活動、表明した意見又は信念によるあらゆ

る形態の差別又は処罰から保護されることを確保するた

めのすべての適当な措置をとる。 

第３条 

１ 児童に関するすべての措置をとるに当たっては、公的

若しくは私的な社会福祉施設、裁判所、行政当局又は立

法機関のいずれによって行われるものであっても、児童

の最善の利益が主として考慮されるものとする。 

２ 締約国は、児童の父母、法定保護者又は児童について

法的に責任を有する他の者の権利及び義務を考慮に入れ

て、児童の福祉に必要な保護及び養護を確保することを

約束し、このため、すべての適当な立法上及び行政上の

措置をとる。 

３ 締約国は、児童の養護又は保護のための施設、役務の

提供及び設備が、特に安全及び健康の分野に関し並びに

これらの職員の数及び適格性並びに適正な監督に関し権

限のある当局の設定した基準に適合することを確保する。 

第４条 締約国は、この条約において認められる権利の実

現のため、すべての適当な立法措置、行政措置その他の

措置を講ずる。締約国は、経済的、社会的及び文化的権

利に関しては、自国における利用可能な手段の最大限の

範囲内で、また、必要な場合には国際協力の枠内で、こ

れらの措置を講ずる。 

第５条 締約国は、児童がこの条約において認められる権

利を行使するに当たり、父母若しくは場合により地方の

慣習により定められている大家族若しくは共同体の構成

員、法定保護者又は児童について法的に責任を有する他

の者がその児童の発達しつつある能力に適合する方法で

適当な指示及び指導を与える責任、権利及び義務を尊重

する。 

第６条 

１ 締約国は、すべての児童が生命に対する固有の権利を

有することを認める。 

２ 締約国は、児童の生存及び発達を可能な最大限の範囲

において確保する。 

（略） 

第12条 

１ 締約国は、自己の意見を形成する能力のある児童がそ

の児童に影響を及ぼすすべての事項について自由に自己

の意見を表明する権利を確保する。この場合において、

児童の意見は、その児童の年齢及び成熟度に従って相応

に考慮されるものとする。 

２ このため、児童は、特に、自己に影響を及ぼすあらゆ

る司法上及び行政上の手続において、国内法の手続規則

に合致する方法により直接に又は代理人若しくは適当な

団体を通じて聴取される機会を与えられる。 

第13条 

１ 児童は、表現の自由についての権利を有する。この権

利には、口頭、手書き若しくは印刷、芸術の形態又は自

ら選択する他の方法により、国境とのかかわりなく、あ

らゆる種類の情報及び考えを求め、受け及び伝える自由

を含む。 

２ １の権利の行使については、一定の制限を課すること

ができる。ただし、その制限は、法律によって定められ、

かつ、次の目的のために必要とされるものに限る。 

(a) 他の者の権利又は信用の尊重 

(b) 国の安全、公の秩序又は公衆の健康若しくは道徳の

保護 

第14条 

１ 締約国は、思想、良心及び宗教の自由についての児童

の権利を尊重する。 

２ 締約国は、児童が 1の権利を行使するに当たり、父母

及び場合により法定保護者が児童に対しその発達しつつ

ある能力に適合する方法で指示を与える権利及び義務を

尊重する。 

３ 宗教又は信念を表明する自由については、法律で定め

る制限であって公共の安全、公の秩序、公衆の健康若し

くは道徳又は他の者の基本的な権利及び自由を保護する

ために必要なもののみを課することができる。 

以下（略） 

 

 

 

13 児童虐待の防止等に関する法律 （抄） 
公  布 2000(平成12)年5月24日 

最終改正 2012(平成24)年8月22日 

第１章 総則 

（目的） 
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第１条 この法律は、児童虐待が児童の人権を著しく侵害

し、その心身の成長及び人格の形成に重大な影響を与え

るとともに、我が国における将来の世代の育成にも懸念

を及ぼすことにかんがみ、児童に対する虐待の禁止、児

童虐待の予防及び早期発見その他の児童虐待の防止に関

する国及び地方公共団体の責務、児童虐待を受けた児童

の保護及び自立の支援のための措置等を定めることによ

り、児童虐待の防止等に関する施策を促進することを目

的とする。 

（児童虐待の定義） 

第２条 この法律において、「児童虐待」とは、保護者（親

権を行う者、未成年後見人その他の者で、児童を現に監

護するものをいう。以下同じ。）がその監護する児童（18 

歳に満たない者をいう。以下同じ。）について行う次に

掲げる行為をいう。 

一 児童の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある

暴行を加えること。 

二 児童にわいせつな行為をすること又は児童をして

わいせつな行為をさせること。 

三 児童の心身の正常な発達を妨げるような著しい減

食又は長時間の放置、保護者以外の同居人による前二

号又は次号に掲げる行為の放置その他の保護者とし

ての監護を著しく怠ること。 

四 児童に著しい暴言又は著しい拒絶的な対応、児童が

同居する家庭における配偶者に対する暴力（配偶者

（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。）の身体に対する不法な攻撃

であって生命又は身体に危害を及ぼすもの及びこれ

に準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動をいう。）そ

の他の児童に著しい心理的外傷を与える言動を行う

こと。 

（児童に対する虐待の禁止） 

第３条 何人も、児童に対し、虐待をしてはならない。 

（国及び地方公共団体の責務等） 

第４条 国及び地方公共団体は、児童虐待の予防及び早期

発見、迅速かつ適切な児童虐待を受けた児童の保護及び

自立の支援（児童虐待を受けた後 18 歳となった者に対

する自立の支援を含む。第３項及び次条第２項に同じ。）

並びに児童虐待を行った保護者に対する親子の再統合の

促進への配慮その他の児童虐待を受けた児童が良好な家

庭的環境で生活するために必要な配慮をした適切な指導

及び支援を行うため、関係省庁相互間その他関係機関及

び民間団体の間の連携の強化、民間団体の支援その他児

童虐待の防止等のために必要な体制の整備に努めなけれ

ばならない。 

２ 国及び地方公共団体は、児童相談所等関係機関の職員

及び学校の教職員、児童福祉施設の職員、医師、保健師、

弁護士その他児童の福祉に職務上関係のある者が児童虐

待を早期に発見し、その他児童虐待の防止に寄与するこ

とができるよう、研修等必要な措置を講ずるものとする。 

３ 国及び地方公共団体は、児童虐待を受けた児童の保護

及び自立の支援を専門的知識に基づき適切に行うことが

できるよう、児童相談所等関係機関の職員、学校の教職

員、児童福祉施設の職員その他児童虐待を受けた児童の

保護及び自立の支援の職務に携わる者の人材の確保及び

資質の向上を図るため、研修等必要な措置を講ずるもの

とする。 

４ 国及び地方公共団体は、児童虐待の防止に資するため、

児童の人権、児童虐待が児童に及ぼす影響、児童虐待に

係る通告義務等について必要な広報その他の啓発活動に

努めなければならない。 

５ 国及び地方公共団体は、児童虐待の予防及び早期発見

のための方策、児童虐待を受けた児童のケア並びに児童

虐待を行った保護者の指導及び支援のあり方、学校の教

職員及び児童福祉施設の職員が児童虐待の防止に果たす

べき役割その他児童虐待の防止等のために必要な事項に

ついての調査研究及び検証を行うものとする。 

６ 何人も、児童の健全な成長のために、良好な家庭的環

境及び近隣社会の連帯が求められていることに留意しな

ければならない。 

（児童虐待の早期発見） 

第５条 学校、児童福祉施設、病院その他児童の福祉に業

務上関係のある団体及び学校の教職員、児童福祉施設の

職員、医師、保健師、弁護士その他児童の福祉に職務上

関係ある者は、虐待を発見しやすい立場にあることを自

覚し、児童虐待の早期発見に努めなければならない。 

２ 前項に規定する者は、児童虐待の予防その他の児童虐

待の防止並びに児童虐待を受けた児童の保護及び自立の

支援に関する国及び地方公共団体の施策に協力するよう

努めなければならない。 

３ 学校及び児童福祉施設は、児童及び保護者に対して、

児童虐待の防止のための教育又は啓発に努めなければな

らない。 

（児童虐待に係る通告） 

第６条 児童虐待を受けたと思われる児童を発見した者は、

速やかに、これを市町村、都道府県の設置する福祉事務

所若しくは児童相談所又は児童委員を介して市町村、都

道府県の設置する福祉事務所若しくは児童相談所に通告

しなければならない。 

２ 前項の規定による通告は、児童福祉法（昭和 22 年法

律第 164 号）第 25 条の規定による通告とみなして、同

法の規定を適用する。 

３ 刑法（明治40 年法律第45 号）の秘密漏示罪の規定そ

の他の守秘義務に関する法律の規定は、第一項の規定に

よる通告をする義務の遵守を妨げるものと解釈してはな

らない。 
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第７条 市町村、都道府県の設置する福祉事務所又は児童

相談所が前条第１項の規定による通告を受けた場合にお

いては、当該通告を受けた市町村、都道府県の設置する

福祉事務所又は児童相談所の所長、所員その他の職員及

び当該通告を仲介した児童委員は、その職務上知り得た

事項であって当該通告をした者を特定させるものを漏ら

してはならない。 

（通告又は送致を受けた場合の措置） 

第８条 市町村又は都道府県の設置する福祉事務所が第６

条第１項の規定による通告を受けたときは、市町村又は

福祉事務所の長は、必要に応じ近隣住民、学校の教職員、

児童福祉施設の職員その他の者の協力を得つつ、当該児

童との面会その他の手段により当該児童の安全の確認を

行うよう努めるとともに、必要に応じ児童福祉法第 25 

条の７第１項第１号若しくは第２項第１号又は第 25 条

の８第１号の規定による児童相談所への送致を行うもの

とする。 

２ 児童相談所が第６条第１項の規定による通告又は児童

福祉法第 25 条の７第１項第１号若しくは第２項第１号

又は第 25の８第１号の規定による送致を受けたときは、

児童相談所長は、必要に応じ近隣住民、学校の教職員、

児童福祉施設の職員その他の者の協力を得つつ、当該児

童との面接その他の手段により当該児童の安全の確認を

行うよう努めるとともに、必要に応じ同法第33条第１項

の規定による一時保護を行うものとする。 

３ 前２項の児童の安全の確認、児童相談所への送致又は

一時保護を行う者は、速やかにこれを行うよう努めなけ

ればならない。 

（立入調査等） 

第９条 都道府県知事は、児童虐待が行われているおそれ

のあると認めるときは、児童委員又は児童の福祉に関す

る事務に従事する職員をして、児童の住所又は居所に立

ち入り、必要な調査又は質問をさせることができる。こ

の場合においては、その身分を証明する証票を携帯させ

なければならない。 

２ 前項の規定による児童委員又は児童の福祉に関する事

務に従事する職員の立入り及び調査又は質問は、児童福

祉法第 29 条の規定による児童委員又は児童の福祉に関

する事務に従事する吏員の立入り及び調査又は質問とみ

なして、同法第62条第５号の規定を適用する。 

 （略） 

（児童虐待を行った保護者に対する指導） 

第 11 条 児童虐待を行った保護者について児童福祉法第

27条第１項第２号の規定により行われる指導は、親子の

再統合への配慮その他の児童虐待を受けた児童が良好な

家庭的環境で生活するために必要な配慮の下に適切に行

われなければならない。 

２ 児童虐待を行った保護者について児童福祉法第 27 条

第１項第２号の措置が採られた場合においては、当該保

護者は、同号の指導を受けなければならない。 

３ 前項の場合において保護者が同項の指導を受けないと

きは、都道府県知事は、当該保護者に対し、同項の指導

を受けるよう勧告することができる。 

（面会又は通信の制限等） 

第 12 条 児童虐待を受けた児童について児童福祉法第 27

条第１項第３号の措置（以下「施設入所等の措置」とい

う。）（同法第28の規定によるものに限る。）が採られ

た場合においては、児童相談所長又は同号に規定する施

設の長は、児童虐待の防止及び児童虐待を受けた児童の

保護の観点から、当該児童虐待を行った保護者について

当該児童との面会又は通信を制限することができる。 

（児童福祉司等の意見の聴取） 

第13条 都道府県知事は、児童虐待を受けた児について施

設入所等の措置が採られ、及び当該児童の保護者につい

て児童福祉法第 27 条第１項第２号の措置が採られた場

合において、当該児童について採られた施設入所等の措

置を解除しようとするときは、当該児童の保護者につい

て同号の指導を行うこととされた児童福祉司等の意見を

聴かなければならない。 

（児童虐待を受けた児童等に対する支援） 

第13条の２ 市町村は、児童福祉法第 24条第３項の規定

により保育所に入所する児童を選考する場合には、児童

虐待の防止に寄与するため、特別の支援を要する家庭の

福祉に配慮をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、児童虐待を受けた児童がその

年齢及び能力に応じ充分な教育が受けられるようにする

ため、教育の内容及び方法の改善及び充実を図る等必要

な施策を講じなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、居住の場所の確保、進学又は

就業の支援その他の児童虐待を受けた者の自立の支援の

ための施策を講じなければならない。 

（親権の行使に関する配慮等） 

第 14条 児童の親権を行う者は、児童のしつけに際して、

その適切な行使に配慮しなければならない。 

２ 児童の親権を行う者は、児童虐待に係る暴行罪、傷害

罪その他の犯罪について、当該児童の親権を行う者であ

ることを理由として、その責めを免れることはない。 

以下 （略） 

 

 

 

14 いじめ防止対策推進法 （抄） 
公布 2013(平成25)年6月28日 

施行 2013(平成25)年9月28日 

第１章 総則 

（目的） 
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第１条 この法律は、いじめが、いじめを受けた児童等の

教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成

長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、そ

の生命又は身体に重大な危険を生じさせるおそれがある

ものであることに鑑み、児童等の尊厳を保持するため、

いじめの防止等（いじめの防止、いじめの早期発見及び

いじめへの対処をいう。以下同じ。）のための対策に関

し、基本理念を定め、国及び地方公共団体等の責務を明

らかにし、並びにいじめの防止等のための対策に関する

基本的な方針の策定について定めるとともに、いじめの

防止等のための対策の基本となる事項を定めることによ

り、いじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に

推進することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において「いじめ」とは、児童等に対し

て、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児

童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又

は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて

行われるものを含む。）であって、当該行為の対象とな

った児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。 

２ この法律において「学校」とは、学校教育法（昭和22 

年法律第 26 号）第１条に規定する小学校、中学校、高

等学校、中等教育学校及び特別支援学校（幼稚部を除く。）

をいう。 

３ この法律において「児童等」とは、学校に在籍する児

童又は生徒をいう。 

４ この法律において「保護者」とは、親権を行う者（親

権を行う者のないときは、未成年後見人）をいう。 

（基本理念） 

第３条 いじめの防止等のための対策は、いじめが全ての

児童等に関係する問題であることに鑑み、児童等が安心

して学習その他の活動に取り組むことができるよう、学

校の内外を問わずいじめが行われなくなるようにするこ

とを旨として行われなければならない。 

２ いじめの防止等のための対策は、全ての児童等がいじ

めを行わず、及び他の児童等に対して行われるいじめを

認識しながらこれを放置することがないようにするため、

いじめが児童等の心身に及ぼす影響その他のいじめの問

題に関する児童等の理解を深めることを旨として行われ

なければならない。 

３ いじめの防止等のための対策は、いじめを受けた児童

等の生命及び心身を保護することが特に重要であること

を認識しつつ、国、地方公共団体、学校、地域住民、家

庭その他の関係者の連携の下、いじめの問題を克服する

ことを目指して行われなければならない。 

（いじめの禁止） 

第４条 児童等は、いじめを行ってはならない。 

（国の責務） 

第５条 国は、第３条の基本理念（以下「基本理念」とい

う。）にのっとり、いじめの防止等のための対策を総合

的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第６条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、いじめの

防止等のための対策について、国と協力しつつ、当該地

域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有

する。 

（学校の設置者の責務） 

第７条 学校の設置者は、基本理念にのっとり、その設置

する学校におけるいじめの防止等のために必要な措置を

講ずる責務を有する。 

（学校及び学校の教職員の責務） 

第８条 学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、

当該学校に在籍する児童等の保護者、地域住民、児童相

談所その他の関係者との連携を図りつつ、学校全体でい

じめの防止及び早期発見に取り組むとともに、当該学校

に在籍する児童等がいじめを受けていると思われるとき

は、適切かつ迅速にこれに対処する責務を有する。 

（保護者の責務等） 

第９条 保護者は、子の教育について第一義的責任を有す

るものであって、その保護する児童等がいじめを行うこ

とのないよう、当該児童等に対し、規範意識を養うため

の指導その他の必要な指導を行うよう努めるものとする。 

２ 保護者は、その保護する児童等がいじめを受けた場合

には、適切に当該児童等をいじめから保護するものとす

る。 

３ 保護者は、国、地方公共団体、学校の設置者及びその

設置する学校が講ずるいじめの防止等のための措置に協

力するよう努めるものとする。 

４ 第１項の規定は、家庭教育の自主性が尊重されるべき

ことに変更を加えるものと解してはならず、また、前３

項の規定は、いじめの防止等に関する学校の設置者及び

その設置する学校の責任を軽減するものと解してはなら

ない。 

 （略） 

第２章 いじめ防止基本方針等 

 （略） 

（地方いじめ防止基本方針） 

第 12条 地方公共団体は、いじめ防止基本方針を参酌し、

その地域の実情に応じ、当該地方公共団体におけるいじ

めの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進する

ための基本的な方針（以下「地方いじめ防止基本方針」

という。）を定めるよう努めるものとする。 

（学校いじめ防止基本方針） 

第13条 学校は、いじめ防止基本方針又は地方いじめ防止

基本方針を参酌し、その学校の実情に応じ、当該学校に

おけるいじめの防止等のための対策に関する基本的な方
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針を定めるものとする。 

（いじめ問題対策連絡協議会） 

第14条 地方公共団体は、いじめの防止等に関係する機関

及び団体の連携を図るため、条例の定めるところにより、

学校、教育委員会、児童相談所、法務局又は地方法務局、

都道府県警察その他の関係者により構成されるいじめ問

題対策連絡協議会を置くことができる。 

２ 都道府県は、前項のいじめ問題対策連絡協議会を置い

た場合には、当該いじめ問題対策連絡協議会におけるい

じめの防止等に関係する機関及び団体の連携が当該都道

府県の区域内の市町村が設置する学校におけるいじめの

防止等に活用されるよう、当該いじめ問題対策連絡協議

会と当該市町村の教育委員会との連携を図るために必要

な措置を講ずるものとする。 

３ 前２項の規定を踏まえ、教育委員会といじめ問題対策

連絡協議会との円滑な連携の下に、地方いじめ防止基本

方針に基づく地域におけるいじめの防止等のための対策

を実効的に行うようにするため必要があるときは、教育

委員会に附属機関として必要な組織を置くことができる

ものとする。 

第３章 基本的施策 

（学校におけるいじめの防止） 

第15条 学校の設置者及びその設置する学校は、児童等の

豊かな情操と道徳心を培い、心の通う対人交流の能力の

素地を養うことがいじめの防止に資することを踏まえ、

全ての教育活動を通じた道徳教育及び体験活動等の充実

を図らなければならない。 

２ 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校にお

けるいじめを防止するため、当該学校に在籍する児童等

の保護者、地域住民その他の関係者との連携を図りつつ、

いじめの防止に資する活動であって当該学校に在籍する

児童等が自主的に行うものに対する支援、当該学校に在

籍する児童等及びその保護者並びに当該学校の教職員に

対するいじめを防止することの重要性に関する理解を深

めるための啓発その他必要な措置を講ずるものとする。 

（いじめの早期発見のための措置） 

第16条 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校

におけるいじめを早期に発見するため、当該学校に在籍

する児童等に対する定期的な調査その他の必要な措置を

講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、いじめに関する通報及び相談

を受け付けるための体制の整備に必要な施策を講ずるも

のとする。 

３ 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校に在

籍する児童等及びその保護者並びに当該学校の教職員が

いじめに係る相談を行うことができる体制（次項におい

て「相談体制」という。）を整備するものとする。 

４ 学校の設置者及びその設置する学校は、相談体制を整

備するに当たっては、家庭、地域社会等との連携の下、

いじめを受けた児童等の教育を受ける権利その他の権利

利益が擁護されるよう配慮するものとする。 

 （略） 

（インターネットを通じて行われるいじめに対する対

策の推進） 

第19条 学校の設置者及びその設置する学校は、当該学校

に在籍する児童等及びその保護者が、発信された情報の

高度の流通性、発信者の匿名性その他のインターネット

を通じて送信される情報の特性を踏まえて、インターネ

ットを通じて行われるいじめを防止し、及び効果的に対

処することができるよう、これらの者に対し、必要な啓

発活動を行うものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、児童等がインターネットを通

じて行われるいじめに巻き込まれていないかどうかを監

視する関係機関又は関係団体の取組を支援するとともに、

インターネットを通じて行われるいじめに関する事案に

対処する体制の整備に努めるものとする。 

３ インターネットを通じていじめが行われた場合におい

て、当該いじめを受けた児童等又はその保護者は、当該

いじめに係る情報の削除を求め、又は発信者情報（特定

電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情

報の開示に関する法律（平成 13 年法律第 137 号）第４

条第１項に規定する発信者情報をいう。）の開示を請求

しようとするときは、必要に応じ、法務局又は地方法務

局の協力を求めることができる。 

（いじめの防止等のための対策の調査研究の推進等） 

第20条 国及び地方公共団体は、いじめの防止及び早期発

見のための方策等、いじめを受けた児童等又はその保護

者に対する支援及びいじめを行った児童等に対する指導

又はその保護者に対する助言の在り方、インターネット

を通じて行われるいじめへの対応の在り方その他のいじ

めの防止等のために必要な事項やいじめの防止等のため

の対策の実施の状況についての調査研究及び検証を行う

とともに、その成果を普及するものとする。 

（啓発活動） 

第21条 国及び地方公共団体は、いじめが児童等の心身に

及ぼす影響、いじめを防止することの重要性、いじめに

係る相談制度又は救済制度等について必要な広報その他

の啓発活動を行うものとする。 

第４章 いじめの防止等に関する措置 

（学校におけるいじめの防止等の対策のための組織） 

第22条 学校は、当該学校におけるいじめの防止等に関す

る措置を実効的に行うため、当該学校の複数の教職員、

心理、福祉等に関する専門的な知識を有する者その他の

関係者により構成されるいじめの防止等の対策のための

組織を置くものとする。 

（いじめに対する措置） 
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第23条 学校の教職員、地方公共団体の職員その他の児童

等からの相談に応じる者及び児童等の保護者は、児童等

からいじめに係る相談を受けた場合において、いじめの

事実があると思われるときは、いじめを受けたと思われ

る児童等が在籍する学校への通報その他の適切な措置を

とるものとする。 

２ 学校は、前項の規定による通報を受けたときその他当

該学校に在籍する児童等がいじめを受けていると思われ

るときは、速やかに、当該児童等に係るいじめの事実の

有無の確認を行うための措置を講ずるとともに、その結

果を当該学校の設置者に報告するものとする。 

３ 学校は、前項の規定による事実の確認によりいじめが

あったことが確認された場合には、いじめをやめさせ、

及びその再発を防止するため、当該学校の複数の教職員

によって、心理、福祉等に関する専門的な知識を有する

者の協力を得つつ、いじめを受けた児童等又はその保護

者に対する支援及びいじめを行った児童等に対する指導

又はその保護者に対する助言を継続的に行うものとする。 

４ 学校は、前項の場合において必要があると認めるとき

は、いじめを行った児童等についていじめを受けた児童

等が使用する教室以外の場所において学習を行わせる等

いじめを受けた児童等その他の児童等が安心して教育を

受けられるようにするために必要な措置を講ずるものと

する。 

５ 学校は、当該学校の教職員が第三項の規定による支援

又は指導若しくは助言を行うに当たっては、いじめを受

けた児童等の保護者といじめを行った児童等の保護者と

の間で争いが起きることのないよう、いじめの事案に係

る情報をこれらの保護者と共有するための措置その他の

必要な措置を講ずるものとする。 

６ 学校は、いじめが犯罪行為として取り扱われるべきも

のであると認めるときは所轄警察署と連携してこれに対

処するものとし、当該学校に在籍する児童等の生命、身

体又は財産に重大な被害が生じるおそれがあるときは直

ちに所轄警察署に通報し、適切に、援助を求めなければ

ならない。 

（学校の設置者による措置） 

第24条 学校の設置者は、前条第２項の規定による報告を

受けたときは、必要に応じ、その設置する学校に対し必

要な支援を行い、若しくは必要な措置を講ずることを指

示し、又は当該報告に係る事案について自ら必要な調査

を行うものとする。 

 （略） 

（出席停止制度の適切な運用等） 

第26条 市町村の教育委員会は、いじめを行った児童等の

保護者に対して学校教育法第35 条第１項（同法第49 条

において準用する場合を含む。）の規定に基づき当該児

童等の出席停止を命ずる等、いじめを受けた児童等その

他の児童等が安心して教育を受けられるようにするため

に必要な措置を速やかに講ずるものとする。 

（学校相互間の連携協力体制の整備） 

第27条 地方公共団体は、いじめを受けた児童等といじめ

を行った児童等が同じ学校に在籍していない場合であっ

ても、学校がいじめを受けた児童等又はその保護者に対

する支援及びいじめを行った児童等に対する指導又はそ

の保護者に対する助言を適切に行うことができるように

するため、学校相互間の連携協力体制を整備するものと

する。 

第５章 重大事態への対処 

（学校の設置者又はその設置する学校による対処） 

第28条 学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げ

る場合には、その事態（以下「重大事態」という。）に

対処し、及び当該重大事態と同種の事態の発生の防止に

資するため、速やかに、当該学校の設置者又はその設置

する学校の下に組織を設け、質問票の使用その他の適切

な方法により当該重大事態に係る事実関係を明確にする

ための調査を行うものとする。 

一 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心

身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認め

るとき。 

二 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の

期間学校を欠席することを余儀なくされている疑い

があると認めるとき。 

２ 学校の設置者又はその設置する学校は、前項の規定に

よる調査を行ったときは、当該調査に係るいじめを受け

た児童等及びその保護者に対し、当該調査に係る重大事

態の事実関係等その他の必要な情報を適切に提供するも

のとする。 

３ 第一項の規定により学校が調査を行う場合においては、

当該学校の設置者は、同項の規定による調査及び前項の

規定による情報の提供について必要な指導及び支援を行

うものとする。 

 （略） 

（公立の学校に係る対処） 

第30条 地方公共団体が設置する学校は、第28 条第１項

各号に掲げる場合には、当該地方公共団体の教育委員会

を通じて、重大事態が発生した旨を、当該地方公共団体

の長に報告しなければならない。 

２ 前項の規定による報告を受けた地方公共団体の長は、

当該報告に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同

種の事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、

附属機関を設けて調査を行う等の方法により、第 28 条

第１項の規定による調査の結果について調査を行うこと

ができる。 

３ 地方公共団体の長は、前項の規定による調査を行った

ときは、その結果を議会に報告しなければならない。 
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４ 第２項の規定は、地方公共団体の長に対し、地方教育

行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162 

号）第 23 条に規定する事務を管理し、又は執行する権

限を与えるものと解釈してはならない。 

５ 地方公共団体の長及び教育委員会は、第２項の規定に

よる調査の結果を踏まえ、自らの権限及び責任において、

当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同

種の事態の発生の防止のために必要な措置を講ずるもの

とする。 

（私立の学校に係る対処） 

第31条 学校法人（私立学校法（昭和24 年法律第270 号）

第3 条に規定する学校法人をいう。以下この条において

同じ。）が設置する学校は、第 28 条第１項各号に掲げ

る場合には、重大事態が発生した旨を、当該学校を所轄

する都道府県知事（以下この条において単に「都道府県

知事」という。）に報告しなければならない。 

２ 前項の規定による報告を受けた都道府県知事は、当該

報告に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の

事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、附

属機関を設けて調査を行う等の方法により、第 28 条第

１項の規定による調査の結果について調査を行うことが

できる。 

３ 都道府県知事は、前項の規定による調査の結果を踏ま

え、当該調査に係る学校法人又はその設置する学校が当

該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種

の事態の発生の防止のために必要な措置を講ずることが

できるよう、私立学校法第６条に規定する権限の適切な

行使その他の必要な措置を講ずるものとする。 

４ 前２項の規定は、都道府県知事に対し、学校法人が設

置する学校に対して行使することができる権限を新たに

与えるものと解釈してはならない。 

以下（略） 

 

 

 

15 老人福祉法 （抄） 
公   布 1963(昭和38)年 7 月11日 

改正法施行 2005(平成17)年11月 7 日 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、老人の福祉に関する原理を明らかに

するとともに、老人に対し、その心身の健康の保持及び

生活の安定のために必要な措置を講じ、もつて老人の福

祉を図ることを目的とする。 

（基本的理念） 

第２条 老人は、多年にわたり社会の進展に寄与してきた

者として、かつ、豊富な知識と経験を有する者として敬

愛されるとともに、生きがいを持てる健全で安らかな生

活を保障されるものとする。 

第３条 老人は、老齢に伴つて生ずる心身の変化を自覚し

て、常に心身の健康を保持し、又は、その知識と経験を

活用して、社会的活動に参加するように努めるものとす

る。 

２ 老人は、その希望と能力とに応じ、適当な仕事に従事

する機会その他社会的活動に参加する機会を与えられる

ものとする。 

（老人福祉増進の責務） 

第４条 国及び地方公共団体は、老人の福祉を増進する責

務を有する。 

２ 国及び地方公共団体は、老人の福祉に関係のある施策

を講ずるに当たつては、その施策を通じて、前２条に規

定する基本的理念が具現されるように配慮しなければな

らない。 

３ 老人の生活に直接影響を及ぼす事業を営む者は、その

事業の運営に当たつては、老人の福祉が増進されるよう

に努めなければならない。 

（老人の日及び老人週間） 

第５条 国民の間に広く老人の福祉についての関心と理解

を深めるとともに、老人に対し自らの生活の向上に努め

る意欲を促すため、老人の日及び老人週間を設ける。 

２ 老人の日は 9 月 15 日とし、老人週間は同日から同月

21日までとする。 

３ 国は、老人の日においてその趣旨にふさわしい事業を

実施するよう努めるものとし、国及び地方公共団体は、

老人週間において老人の団体その他の者によつてその趣

旨にふさわしい行事が実施されるよう奨励しなければな

らない。 

 以下（略） 

 

 

 

16 高齢社会対策基本法 （抄） 
公布 1995(平成７)年11月15日 

施行 1995(平成７)年12月16日 

前文 

我が国は、国民のたゆまぬ努力により、かつてない経済

的繁栄を築き上げるとともに、人類の願望である長寿を享

受できる社会を実現しつつある。今後、長寿をすべての国

民が喜びの中で迎え、高齢者が安心して暮らすことのでき

る社会の形成が望まれる。そのような社会は、すべての国

民が安心して暮らすことができる社会でもある。 

しかしながら、我が国の人口構造の高齢化は極めて急速

に進んでおり、遠からず世界に例を見ない水準の高齢社会

が到来するものと見込まれているが、高齢化の進展の速度

に比べて国民の意識や社会のシステムの対応は遅れている。

早急に対応すべき課題は多岐にわたるが、残されている時
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間は極めて少ない。 

このような事態に対処して、国民一人一人が生涯にわた

って真に幸福を享受できる高齢社会を築き上げていくため

には、雇用、年金、医療、福祉、教育、社会参加、生活環

境等に係る社会のシステムが高齢社会にふさわしいものと

なるよう、不断に見直し、適切なものとしていく必要があ

り、そのためには、国及び地方公共団体はもとより、企業、

地域社会、家庭及び個人が相互に協力しながらそれぞれの

役割を積極的に果たしていくことが必要である。 

ここに、高齢社会対策の基本理念を明らかにしてその方

向を示し、国を始め社会全体として高齢社会対策を総合的

に推進していくため、この法律を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、我が国における急速な高齢化の進展

が経済社会の変化と相まって、国民生活に広範な影響を

及ぼしている状況にかんがみ、高齢化の進展に適切に対

処するための施策（以下「高齢社会対策」という。）に

関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責

務等を明らかにするとともに、高齢社会対策の基本とな

る事項を定めること等により、高齢社会対策を総合的に

推進し、もって経済社会の健全な発展及び国民生活の安

定向上を図ることを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 高齢社会対策は、次の各号に掲げる社会が構築さ

れることを基本理念として、行われなければならない。 

一 国民が生涯にわたって就業その他の多様な社会的

活動に参加する機会が確保される公正で活力ある社

会 

二 国民が生涯にわたって社会を構成する重要な一員

として尊重され、地域社会が自立と連帯の精神に立脚

して形成される社会 

三 国民が生涯にわたって健やかで充実した生活を営

むことができる豊かな社会 

（国の責務） 

第３条 国は、前条の基本理念（次条において「基本理念」

という。）にのっとり、高齢社会対策を総合的に策定し、

及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第４条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、高齢社会

対策に関し、国と協力しつつ、当該地域の社会的、経済

的状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有す

る。 

（国民の努力） 

第５条 国民は、高齢化の進展に伴う経済社会の変化につ

いての理解を深め、及び相互の連帯を一層強めるととも

に、自らの高齢期において健やかで充実した生活を営む

ことができることとなるよう努めるものとする。 

（施策の大綱） 

第６条 政府は、政府が推進すべき高齢社会対策の指針と

して、基本的かつ総合的な高齢社会対策の大綱を定めな

ければならない。 

（法制上の措置等） 

第７条 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な

法制上又は財政上の措置その他の措置を講じなければな

らない。 

（年次報告） 

第８条 政府は、毎年、国会に、高齢化の状況及び政府が

講じた高齢社会対策の実施の状況に関する報告書を提出

しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る高齢化の状況を考慮

して講じようとする施策を明らかにした文書を作成し、

これを国会に提出しなければならない。 

第２章 基本的施策 

（就業及び所得） 

第９条 国は、活力ある社会の構築に資するため、高齢者

がその意欲と能力に応じて就業することができる多様な

機会を確保し、及び勤労者が長期にわたる職業生活を通

じて職業能力を開発し、高齢期までその能力を発揮する

ことができるよう必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国は、高齢期の生活の安定に資するため、公的年金制

度について雇用との連携を図りつつ適正な給付水準を確

保するよう必要な施策を講ずるものとする。 

３ 国は、高齢期のより豊かな生活の実現に資するため、

国民の自主的な努力による資産の形成等を支援するよう

必要な施策を講ずるものとする。 

（健康及び福祉） 

第10条 国は、高齢期の健全で安らかな生活を確保するた

め、国民が生涯にわたって自らの健康の保持増進に努め

ることができるよう総合的な施策を講ずるものとする。 

２ 国は、高齢者の保健及び医療並びに福祉に関する多様

な需要に的確に対応するため、地域における保健及び医

療並びに福祉の相互の有機的な連携を図りつつ適正な保

健医療サービス及び福祉サービスを総合的に提供する体

制の整備を図るとともに、民間事業者が提供する保健医

療サービス及び福祉サービスについて健全な育成及び活

用を図るよう必要な施策を講ずるものとする。 

３ 国は、介護を必要とする高齢者が自立した日常生活を

営むことができるようにするため、適切な介護のサービ

スを受けることができる基盤の整備を推進するよう必要

な施策を講ずるものとする。 

（学習及び社会参加） 

第11条 国は、国民が生きがいを持って豊かな生活を営む

ことができるようにするため、生涯学習の機会を確保す

るよう必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国は、活力ある地域社会の形成を図るため、高齢者の
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社会的活動への参加を促進し、及びボランティア活動の

基盤を整備するよう必要な施策を講ずるものとする。 

（生活環境） 

第12条 国は、高齢者が自立した日常生活を営むことがで

きるようにするため、高齢者に適した住宅等の整備を促

進し、及び高齢者のための住宅を確保し、並びに高齢者

の円滑な利用に配慮された公共的施設の整備を促進する

よう必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国は、高齢者が不安のない生活を営むことができるよ

うにするため、高齢者の交通の安全を確保するとともに、

高齢者を犯罪の被害、災害等から保護する体制を整備す

るよう必要な施策を講ずるものとする。 

（調査研究等の推進） 

第13条 国は、高齢者の健康の確保、自立した日常生活へ

の支援等を図るため、高齢者に特有の疾病の予防及び治

療についての調査研究、福祉用具についての研究開発等

を推進するよう努めるものとする。 

（国民の意見の反映） 

第14条 国は、高齢社会対策の適正な策定及び実施に資す

るため、国民の意見を国の施策に反映させるための制度

を整備する等必要な施策を講ずるものとする。 

以下（略） 

 

 

 

17 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する

支援等に関する法律 （抄） 

公   布 2005(平成17)年11月9日 

改正法施行 2012(平成24)年10月1日 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、高齢者に対する虐待が深刻な状況に

あり、高齢者の尊厳の保持にとって高齢者に対する虐待

を防止することが極めて重要であること等にかんがみ、

高齢者虐待の防止等に関する国等の責務、高齢者虐待を

受けた高齢者に対する保護のための措置、養護者の負担

の軽減を図ること等の養護者に対する養護者による高齢

者虐待の防止に資する支援（以下「養護者に対する支援」

という。）のための措置等を定めることにより、高齢者

虐待の防止、養護者に対する支援等に関する施策を促進

し、もって高齢者の権利利益の擁護に資することを目的

とする。 

（定義） 

第２条 この法律において「高齢者」とは、65 歳以上の者

をいう。 

２ この法律において「養護者」とは、高齢者を現に養護

する者であって養介護施設従事者等（第５項第１号の施

設の業務に従事する者及び同項第２号の事業において業

務に従事する者をいう。以下同じ。）以外のものをいう。 

３ この法律において「高齢者虐待」とは、養護者による

高齢者虐待及び養介護施設従事者等による高齢者虐待を

いう。 

４ この法律において「養護者による高齢者虐待」とは、

次のいずれかに該当する行為をいう。 

 一 養護者がその養護する高齢者について行う次に掲げ

る行為 

  イ 高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれの

ある暴行を加えること。 

  ロ 高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間

の放置、養護者以外の同居人によるイ、ハ又はニに

掲げる行為と同様の行為の放置等養護を著しく怠る

こと。 

  ハ 高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対

応その他の高齢者に著しい心理的外傷を与える言動

を行うこと。 

  ニ 高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者を

してわいせつな行為をさせること。 

  二 養護者又は高齢者の親族が当該高齢者の財産を不

当に処分することその他当該高齢者から不当に財産

上の利益を得ること。 

５ この法律において「養介護施設従事者等による高齢者

虐待」とは、次のいずれかに該当する行為をいう。 

 一  老人福祉法（昭和38 年法律第133 号）第５条の３

に規定する老人福祉施設若しくは同法第 29 条第一項

に規定する有料老人ホーム又は介護保険法（平成９年

法律第 123 号）第８条第 20 項に規定する地域密着型

介護老人福祉施設、同条第24項に規定する介護老人福

祉施設、同条第25項に規定する介護老人保健施設、同

条第 26 項に規定する介護療養型医療施設若しくは同

法第 115 条の 39 第１項に規定する地域包括支援セン

ター（以下「養介護施設」という。）の業務に従事す

る者が、当該養介護施設に入所し、その他当該養介護

施設を利用する高齢者について行う次に掲げる行為 

イ 高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれの

ある暴行を加えること。 

ロ 高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時

間の放置その他の高齢者を養護すべき職務上の義

務を著しく怠ること。 

ハ 高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な

対応その他の高齢者に著しい心理的外傷を与える

言動を行うこと。 

ニ 高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者

をしてわいせつな行為をさせること。 

ホ 高齢者の財産を不当に処分することその他当該

高齢者から不当に財産上の利益を得ること。 
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二 老人福祉法第５条の２第１項に規定する老人居宅

生活支援事業又は介護保険法第８条第１項に規定す

る居宅サービス事業、同条第 14 項に規定する地域密

着型サービス事業、同条第 21 項に規定する居宅介護

支援事業、同法第８条の２第１項に規定する介護予防

サービス事業、同条第 14 十四項に規定する地域密着

型介護予防サービス事業若しくは同条第 18 項に規定

する介護予防支援事業（以下「養介護事業」という。）

において業務に従事する者が、当該養介護事業に係る

サービスの提供を受ける高齢者について行う前号イ

からホまでに掲げる行為 

（国及び地方公共団体の責務等） 

第３条 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止、高齢

者虐待を受けた高齢者の迅速かつ適切な保護及び適切な

養護者に対する支援を行うため、関係省庁相互間その他

関係機関及び民間団体の間の連携の強化、民間団体の支

援その他必要な体制の整備に努めなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者

虐待を受けた高齢者の保護並びに養護者に対する支援が

専門的知識に基づき適切に行われるよう、これらの職務

に携わる専門的な人材の確保及び資質の向上を図るため、

関係機関の職員の研修等必要な措置を講ずるよう努めな

ければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者

虐待を受けた高齢者の保護に資するため、高齢者虐待に

係る通報義務、人権侵犯事件に係る救済制度等について

必要な広報その他の啓発活動を行うものとする。 

（国民の責務） 

第４条 国民は、高齢者虐待の防止、養護者に対する支援

等の重要性に関する理解を深めるとともに、国又は地方

公共団体が講ずる高齢者虐待の防止、養護者に対する支

援等のための施策に協力するよう努めなければならない。 

（高齢者虐待の早期発見等） 

第５条 養介護施設、病院、保健所その他高齢者の福祉に

業務上関係のある団体及び養介護施設従事者等、医師、

保健師、弁護士その他高齢者の福祉に職務上関係のある

者は、高齢者虐待を発見しやすい立場にあることを自覚

し、高齢者虐待の早期発見に努めなければならない。 

２ 前項に規定する者は、国及び地方公共団体が講ずる高

齢者虐待の防止のための啓発活動及び高齢者虐待を受け

た高齢者の保護のための施策に協力するよう努めなけれ

ばならない。 

第２章 養護者による高齢者虐待の防止、養護者に対する

支援等 

（相談、指導及び助言） 

第６条 市町村は、養護者による高齢者虐待の防止及び養

護者による高齢者虐待を受けた高齢者の保護のため、高

齢者及び養護者に対して、相談、指導及び助言を行うも

のとする。 

（養護者による高齢者虐待に係る通報等） 

第７条 養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢

者を発見した者は、当該高齢者の生命又は身体に重大な

危険が生じている場合は、速やかに、これを市町村に通

報しなければならない。 

２ 前項に定める場合のほか、養護者による高齢者虐待を

受けたと思われる高齢者を発見した者は、速やかに、こ

れを市町村に通報するよう努めなければならない。 

３ 刑法（明治40 年法律第45 号）の秘密漏示罪の規定そ

の他の守秘義務に関する法律の規定は、前２項の規定に

よる通報をすることを妨げるものと解釈してはならない。 

第８条 市町村が前条第１項若しくは第２項の規定による

通報又は次条第１項に規定する届出を受けた場合におい

ては、当該通報又は届出を受けた市町村の職員は、その

職務上知り得た事項であって当該通報又は届出をした者

を特定させるものを漏らしてはならない。 

（通報等を受けた場合の措置） 

第９条 市町村は、第７条第１項若しくは第２項の規定に

よる通報又は高齢者からの養護者による高齢者虐待を受

けた旨の届出を受けたときは、速やかに、当該高齢者の

安全の確認その他当該通報又は届出に係る事実の確認の

ための措置を講ずるとともに、第 16 条の規定により当

該市町村と連携協力する者（以下「高齢者虐待対応協力

者」という。）とその対応について協議を行うものとす

る。 

２ 市町村又は市町村長は、第７条第１項若しくは第２項

の規定による通報又は前項に規定する届出があった場合

には、当該通報又は届出に係る高齢者に対する養護者に

よる高齢者虐待の防止及び当該高齢者の保護が図られる

よう、養護者による高齢者虐待により生命又は身体に重

大な危険が生じているおそれがあると認められる高齢者

を一時的に保護するため迅速に老人福祉法第 20 条の３

に規定する老人短期入所施設等に入所させる等、適切に、

同法第 10 条の４第１項若しくは第 11 条第１項の規定

による措置を講じ、又は、適切に、同法第 32 条の規定

により審判の請求をするものとする。 

（居室の確保） 

第10条 市町村は、養護者による高齢者虐待を受けた高齢

者について老人福祉法第 10 条の４第１項第３号又は第

11 条第１項第１号若しくは第２号の規定による措置を

採るために必要な居室を確保するための措置を講ずるも

のとする。 

（立入調査） 

第11条 市町村長は、養護者による高齢者虐待により高齢

者の生命又は身体に重大な危険が生じているおそれがあ

ると認めるときは、介護保険法第 115 条の 39 第２項の

規定により設置する地域包括支援センターの職員その他
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の高齢者の福祉に関する事務に従事する職員をして、当

該高齢者の住所又は居所に立ち入り、必要な調査又は質

問をさせることができる。 

２ 前項の規定による立入り及び調査又は質問を行う場合

においては、当該職員は、その身分を示す証明書を携帯

し、関係者の請求があるときは、これを提示しなければ

ならない。 

３ 第１項の規定による立入り及び調査又は質問を行う権

限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。 

以下（略） 

（面会の制限） 

第 13 条 養護者による高齢者虐待を受けた高齢者につい

て老人福祉法第 11 条第１項第２号又は第３号の措置が

採られた場合においては、市町村長又は当該措置に係る

養介護施設の長は、養護者による高齢者虐待の防止及び

当該高齢者の保護の観点から、当該養護者による高齢者

虐待を行った養護者について当該高齢者との面会を制限

することができる。 

（養護者の支援） 

第14条 市町村は、第６条に規定するもののほか、養護者

の負担の軽減のため、養護者に対する相談、指導及び助

言その他必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市町村は、前項の措置として、養護者の心身の状態に

照らしその養護の負担の軽減を図るため緊急の必要があ

ると認める場合に高齢者が短期間養護を受けるために必

要となる居室を確保するための措置を講ずるものとする。 

（専門的に従事する職員の確保） 

第15条 市町村は、養護者による高齢者虐待の防止、養護

者による高齢者虐待を受けた高齢者の保護及び養護者に

対する支援を適切に実施するために、これらの事務に専

門的に従事する職員を確保するよう努めなければならな

い。 

（連携協力体制） 

第16条 市町村は、養護者による高齢者虐待の防止、養護

者による高齢者虐待を受けた高齢者の保護及び養護者に

対する支援を適切に実施するため、老人福祉法第 20 条

の７の２第１項に規定する老人介護支援センター、介護

保険法第 115 条の 39 第３項の規定により設置された地

域包括支援センターその他関係機関、民間団体等との連

携協力体制を整備しなければならない。この場合におい

て、養護者による高齢者虐待にいつでも迅速に対応する

ことができるよう、特に配慮しなければならない。 

以下（略） 

 

 

 

18 障害者基本法 （抄） 

公  布 1970(昭和45)年5月21日 

最終改正 2013(平成25)年6月26日 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、障害者の自立及び社会参加の支援の

ための施策に関し、基本的理念を定め、及び国、地方公

共団体等の責務を明らかにするとともに、障害者の自立

及び社会参加の支援等のための施策の基本となる事項を

定めること等により、障害者の自立及び社会参加の支援

等のための施策を総合的かつ計画的に推進し、もつて障

害者の福祉を増進することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において「障害者」とは、身体障害、知

的障害又は精神障害（以下「障害」と総称する。）があ

るため、継続的な日常生活又は社会生活に相当な制限を

受ける者をいう。 

（基本的理念） 

第３条 すべて障害者は、個人の尊厳が重んぜられ、その

尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有する。 

２ すべて障害者は、社会を構成する一員として社会、経

済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会を与

えられる。 

３ 何人も、障害者に対して、障害を理由として、差別す

ることその他の権利利益を侵害する行為をしてはならな

い。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第４条 国及び地方公共団体は、障害者の権利の擁護及び

障害者に対する差別の防止を図りつつ障害者の自立及び

社会参加を支援すること等により、障害者の福祉を増進

する責務を有する。 

（国民の理解） 

第５条 国及び地方公共団体は、国民が障害者について正

しい理解を深めるよう必要な施策を講じなければならな

い。 

（国民の責務） 

第６条 国民は、社会連帯の理念に基づき、障害者の福祉

の増進に協力するよう努めなければならない。 

２ 国民は、社会連帯の理念に基づき、障害者の人権が尊

重され、障害者が差別されることなく、社会、経済、文

化その他あらゆる分野の活動に参加することができる社

会の実現に寄与するよう努めなければならない。 

（障害者週間） 

第７条 国民の間に広く障害者の福祉についての関心と理

解を深めるとともに、障害者が社会、経済、文化その他

あらゆる分野の活動に積極的に参加する意欲を高めるた

め、障害者週間を設ける。 

２ 障害者週間は、12 月３日から12 月９日までの一週間

とする。 
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３ 国及び地方公共団体は、障害者週間の趣旨にふさわし

い事業を実施するよう努めなければならない。 

（施策の基本方針） 

第８条 障害者の福祉に関する施策は、障害者の年齢及び

障害の状態に応じて、かつ、有機的連携の下に総合的に、

策定され、及び実施されなければならない。 

２ 障害者の福祉に関する施策を講ずるに当たつては、障

害者の自主性が十分に尊重され、かつ、障害者が、可能

な限り、地域において自立した日常生活を営むことがで

きるよう配慮されなければならない。 

（障害者基本計画等） 

第９条 政府は、障害者の福祉に関する施策及び障害の予

防に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

障害者のための施策に関する基本的な計画（以下「障害

者基本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 都道府県は、障害者基本計画を基本とするとともに、

当該都道府県における障害者の状況等を踏まえ、当該都

道府県における障害者のための施策に関する基本的な計

画（以下「都道府県障害者計画」という。）を策定する

よう努めなければならない。 

３ 市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を

基本とするとともに、地方自治法（昭和22年法律第67 号）

第２条第４項の基本構想に即し、かつ、当該市町村にお

ける障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害

者のための施策に関する基本的な計画（以下「市町村障

害者計画」という。）を策定するよう努めなければなら

ない。 

４ 内閣総理大臣は、関係行政機関の長に協議するととも

に、中央障害者施策推進協議会の意見を聴いて、障害者

基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければなら

ない。 

５ 都道府県は、都道府県障害者計画を策定するに当たつ

ては、地方障害者施策推進協議会の意見を聴かなければ

ならない。 

６ 市町村は、市町村障害者計画を策定するに当たつては、

地方障害者施策推進協議会を設置している場合にあつて

はその意見を、その他の場合にあつては障害者その他の

関係者の意見を聴かなければならない。 

 （略） 

（医療、介護等） 

第12条 国及び地方公共団体は、障害者が生活機能を回復

し、取得し、又は維持するために必要な医療の給付及び

リハビリテーションの提供を行うよう必要な施策を講じ

なければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に規定する医療及びリハ

ビリテーションの研究、開発及び普及を促進しなければ

ならない。 

３ 国及び地方公共団体は、障害者がその年齢及び障害の

状態に応じ、医療、介護、生活支援その他自立のための

適切な支援を受けられるよう必要な施策を講じなければ

ならない。 

４ 国及び地方公共団体は、第一項及び前項に規定する施

策を講ずるために必要な専門的技術職員その他の専門的

知識又は技能を有する職員を育成するよう努めなければ

ならない。 

５ 国及び地方公共団体は、福祉用具及び身体障害者補助

犬の給付又は貸与その他障害者が日常生活を営むのに必

要な施策を講じなければならない。 

６ 国及び地方公共団体は、前項に規定する施策を講ずる

ために必要な福祉用具の研究及び開発、身体障害者補助

犬の育成等を促進しなければならない。 

 （略） 

（教育） 

第14条 国及び地方公共団体は、障害者が、その年齢、能

力及び障害の状態に応じ、十分な教育が受けられるよう

にするため、教育の内容及び方法の改善及び充実を図る

等必要な施策を講じなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、障害者の教育に関する調査及

び研究並びに学校施設の整備を促進しなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、障害のある児童及び生徒と障

害のない児童及び生徒との交流及び共同学習を積極的に

進めることによつて、その相互理解を促進しなければな

らない。 

（職業相談等） 

第15条 国及び地方公共団体は、障害者の職業選択の自由

を尊重しつつ、障害者がその能力に応じて適切な職業に

従事することができるようにするため、その障害の状態

に配慮した職業相談、障害指導、職業訓練及び職業紹介

の実施その他必要な施策を講じなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、障害者に適した職種及び職域

に関する調査及び研究を促進しなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、障害者の地域における作業活

動の場及び障害者の職業訓練のための施設の拡充を図る

ため、これに必要な費用の助成その他必要な施策を講じ

なければならない。 

（雇用の促進等） 

第16条 国及び地方公共団体は、障害者の雇用を促進する

ため、障害者に適した職種又は職域について障害者の優

先雇用の施策を講じなければならない。 

２ 雇用主は、社会連帯の理念に基づき、障害者の雇用に

関し、その有する能力を正当に評価し、適切な雇用の場

を与えるとともに適正な雇用管理を行うことによりその

雇用の安定を図るよう努めなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、障害者を雇用する事業主に対

して、障害者の雇用のための経済的負担を軽減し、もつ

てその雇用の促進及び継続を図るため、障害者が雇用さ
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れるのに伴い必要となる施設又は設備の整備等に要する

費用の助成その他必要な施策を講じなければならない。 

以下 （略） 

 

 

 

19 障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律 （抄） 

公布 2013(平成25)年6月26日 

施行 2016(平成28)年4月 1 日 

第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この法律は、障害者基本法（昭和 45 年法律第 84

号）の基本的な理念にのっとり、全ての障害者が、障害

者でない者と等しく、基本的人権を享有する個人として

その尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保

障される権利を有することを踏まえ、障害を理由とする

差別の解消の推進に関する基本的な事項、行政機関等及

び事業者における障害を理由とする差別を解消するため

の措置等を定めることにより、障害を理由とする差別の

解消を推進し、もって全ての国民が、障害の有無によっ

て分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し

合いながら共生する社会の実現に資することを目的とす

る。 

 （定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義

は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害

を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」

と総称する。）がある者であって、障害及び社会的障

壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制

限を受ける状態にあるものをいう。 

二 社会的障壁 障害がある者にとって日常生活又は

社会生活を営む上で障壁となるような社会における

事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。 

三 行政機関等 国の行政機関、独立行政法人等、地方

公共団体（地方公営企業法（昭和27年法律第292号）

第３章の規定の適用を受ける地方公共団体の経営す

る企業を除く。第７号、第 10 条及び附則第４条第１

項において同じ。）及び地方独立行政法人をいう。 

四 国の行政機関 次に掲げる機関をいう。 

イ 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府

を除く。）及び内閣の所轄の下に置かれる機関 

ロ 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法（平成 11 年

法律第89号）第49条第１項及び第２項に規定する

機関（これらの機関のうちニの政令で定める機関が

置かれる機関にあっては、当該政令で定める機関を

除く。） 

ハ 国家行政組織法（昭和 23年法律第 120号）第３

条第２項に規定する機関（ホの政令で定める機関が

置かれる機関にあっては、当該政令で定める機関を

除く。） 

ニ 内閣府設置法第 39 条及び第 55 条並びに宮内庁

法（昭和 22年法律第 70号）第 16条第２項の機関

並びに内閣府設置法第40条及び第56条（宮内庁法

第18条第１項において準用する場合を含む。）の特

別の機関で、政令で定めるもの 

ホ 国家行政組織法第八条の二の施設等機関及び同

法第八条の三の特別の機関で、政令で定めるもの 

ヘ 会計検査院 

五 独立行政法人等 次に掲げる法人をいう。 

イ 独立行政法人（独立行政法人通則法（平成 11 年

法律第103号）第２条第１項に規定する独立行政法

人をいう。ロにおいて同じ。） 

ロ 法律により直接に設立された法人、特別の法律に

より特別の設立行為をもって設立された法人（独立

行政法人を除く。）又は特別の法律により設立され、

かつ、その設立に関し行政庁の認可を要する法人の

うち、政令で定めるもの 

六 地方独立行政法人 地方独立行政法人法（平成 15

年法律第118号）第２条第１項に規定する地方独立行

政法人（同法第 21 条第３号に掲げる業務を行うもの

を除く。）をいう。 

七 事業者 商業その他の事業を行う者（国、独立行政

法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。）

をいう。 

 （国及び地方公共団体の責務） 

第３条 国及び地方公共団体は、この法律の趣旨にのっと

り、障害を理由とする差別の解消の推進に関して必要な

施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。 

 （国民の責務） 

第４条 国民は、第一条に規定する社会を実現する上で障

害を理由とする差別の解消が重要であることに鑑み、障

害を理由とする差別の解消の推進に寄与するよう努めな

ければならない。 

（社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的

な配慮に関する環境の整備） 

第５条 行政機関等及び事業者は、社会的障壁の除去の実

施についての必要かつ合理的な配慮を的確に行うため、

自ら設置する施設の構造の改善及び設備の整備、関係職

員に対する研修その他の必要な環境の整備に努めなけれ

ばならない。 

第２章 障害を理由とする差別の解消の推進に関する基

本方針 

第６条 政府は、障害を理由とする差別の解消の推進に関
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する施策を総合的かつ一体的に実施するため、障害を理

由とする差別の解消の推進に関する基本方針（以下「基

本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとす

る。 

一 障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策

に関する基本的な方向 

二 行政機関等が講ずべき障害を理由とする差別を解

消するための措置に関する基本的な事項 

三 事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消す

るための措置に関する基本的な事項 

四 その他障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る施策に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定

を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成しようとすると

きは、あらかじめ、障害者その他の関係者の意見を反映

させるために必要な措置を講ずるとともに、障害者政策

委員会の意見を聴かなければならない。 

５ 内閣総理大臣は、第３項の規定による閣議の決定があ

ったときは、遅滞なく、基本方針を公表しなければなら

ない。 

６ 前３項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

第３章 行政機関等及び事業者における障害を理由とす

る差別を解消するための措置 

 （行政機関等における障害を理由とする差別の禁止） 

第７条 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、

障害を理由として障害者でない者と不当な差別的取扱い

をすることにより、障害者の権利利益を侵害してはなら

ない。 

２ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障

害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意

思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が

過重でないときは、障害者の権利利益を侵害することと

ならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態

に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合

理的な配慮をしなければならない。 

 （事業者における障害を理由とする差別の禁止） 

第８条 事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理由

として障害者でない者と不当な差別的取扱いをすること

により、障害者の権利利益を侵害してはならない。 

２ 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に

社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があ

った場合において、その実施に伴う負担が過重でないと

きは、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、

当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会

的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をす

るように努めなければならない。 

（略） 

 （地方公共団体等職員対応要領） 

第10条 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、基

本方針に即して、第７条に規定する事項に関し、当該地

方公共団体の機関及び地方独立行政法人の職員が適切に

対応するために必要な要領（以下この条及び附則第四条

において「地方公共団体等職員対応要領」という。）を定

めるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公

共団体等職員対応要領を定めようとするときは、あらか

じめ、障害者その他の関係者の意見を反映させるために

必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公

共団体等職員対応要領を定めたときは、遅滞なく、これ

を公表するよう努めなければならない。 

４ 国は、地方公共団体の機関及び地方独立行政法人によ

る地方公共団体等職員対応要領の作成に協力しなければ

ならない。 

５ 前３項の規定は、地方公共団体等職員対応要領の変更

について準用する。 

 （事業者のための対応指針） 

第11条 主務大臣は、基本方針に即して、第８条に規定す

る事項に関し、事業者が適切に対応するために必要な指

針（以下「対応指針」という。）を定めるものとする。 

２ 第９条第２項から第４項までの規定は、対応指針につ

いて準用する。 

（略） 

 （事業主による措置に関する特例） 

第 13 条 行政機関等及び事業者が事業主としての立場で

労働者に対して行う障害を理由とする差別を解消するた

めの措置については、障害者の雇用の促進等に関する法

律（昭和35年法律第123号）の定めるところによる。 

第４章 障害を理由とする差別を解消するための支援措 

    置 

 （相談及び紛争の防止等のための体制の整備） 

第14条 国及び地方公共団体は、障害者及びその家族その

他の関係者からの障害を理由とする差別に関する相談に

的確に応ずるとともに、障害を理由とする差別に関する

紛争の防止又は解決を図ることができるよう必要な体制

の整備を図るものとする。 

 （啓発活動） 

第15条 国及び地方公共団体は、障害を理由とする差別の

解消について国民の関心と理解を深めるとともに、特に、

障害を理由とする差別の解消を妨げている諸要因の解消

を図るため、必要な啓発活動を行うものとする。 

 （情報の収集、整理及び提供） 

第16条 国は、障害を理由とする差別を解消するための取

組に資するよう、国内外における障害を理由とする差別
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及びその解消のための取組に関する情報の収集、整理及

び提供を行うものとする。 

 （障害者差別解消支援地域協議会） 

第17条 国及び地方公共団体の機関であって、医療、介護、

教育その他の障害者の自立と社会参加に関連する分野の

事務に従事するもの（以下この項及び次条第二項におい

て「関係機関」という。）は、当該地方公共団体の区域に

おいて関係機関が行う障害を理由とする差別に関する相

談及び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする

差別を解消するための取組を効果的かつ円滑に行うため、

関係機関により構成される障害者差別解消支援地域協議

会（以下「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 前項の規定により協議会を組織する国及び地方公共団

体の機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に

掲げる者を構成員として加えることができる。 

一 特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二

条第二項に規定する特定非営利活動法人その他の団

体 

二 学識経験者 

三 その他当該国及び地方公共団体の機関が必要と認め 

る者 

 （協議会の事務等） 

第18条 協議会は、前条第１項の目的を達するため、必要

な情報を交換するとともに、障害者からの相談及び当該

相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解消

するための取組に関する協議を行うものとする。 

２ 関係機関及び前条第２項の構成員（次項において「構

成機関等」という。）は、前項の協議の結果に基づき、当

該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解

消するための取組を行うものとする。 

３ 協議会は、第一項に規定する情報の交換及び協議を行

うため必要があると認めるとき、又は構成機関等が行う

相談及び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とす

る差別を解消するための取組に関し他の構成機関等から

要請があった場合において必要があると認めるときは、

構成機関等に対し、相談を行った障害者及び差別に係る

事案に関する情報の提供、意見の表明その他の必要な協

力を求めることができる。 

４ 協議会の庶務は、協議会を構成する地方公共団体にお

いて処理する。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内

閣府令で定めるところにより、その旨を公表しなければ

ならない。 

 （秘密保持義務） 

第 19 条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に

従事していた者は、正当な理由なく、協議会の事務に関

して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 （協議会の定める事項） 

第20条 前３条に定めるもののほか、協議会の組織及び運

営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

第５章 雑則（略） 

第６章 罰則（略） 

   附 則 （抄） 

 （施行期日） 

第１条 この法律は、平成28年４月１日から施行する。た

だし、次条から附則第６条までの規定は、公布の日から

施行する。 

 （基本方針に関する経過措置） 

第２条 政府は、この法律の施行前においても、第６条の

規定の例により、基本方針を定めることができる。この

場合において、内閣総理大臣は、この法律の施行前にお

いても、同条の規定の例により、これを公表することが

できる。 

２ 前項の規定により定められた基本方針は、この法律の

施行の日において第六条の規定により定められたものと

みなす。 

以下 （略） 

 

 
 

20 本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解

消に向けた取組の推進に関する法律（抄） 
公布 2016(平成28)年 6月 3日 

施行 2016(平成28)年 6月 3日 

第一章 総則（第一条－第四条） 

第二章 基本的施策（第五条－第七条） 

附則 

我が国においては、近年、本邦の域外にある国又は地域

の出身であることを理由として、適法に居住するその出身

者又はその子孫を、我が国の地域社会から排除することを

煽せん動する不当な差別的言動が行われ、その出身者又は

その子孫が多大な苦痛を強いられるとともに、当該地域社

会に深刻な亀裂を生じさせている。 

もとより、このような不当な差別的言動はあってはなら

ず、こうした事態をこのまま看過することは、国際社会に

おいて我が国の占める地位に照らしても、ふさわしいもの

ではない。 

ここに、このような不当な差別的言動は許されないこと

を宣言するとともに、更なる人権教育と人権啓発などを通

じて、国民に周知を図り、その理解と協力を得つつ、不当

な差別的言動の解消に向けた取組を推進すべく、この法律

を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、本邦外出身者に対する不当な差別的

言動の解消が喫緊の課題であることに鑑み、その解消に
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向けた取組について、基本理念を定め、及び国等の責務

を明らかにするとともに、基本的施策を定め、これを推

進することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において「本邦外出身者に対する不当な

差別的言動」とは、専ら本邦の域外にある国若しくは地

域の出身である者又はその子孫であって適法に居住する

もの（以下この条において「本邦外出身者」という。）

に対する差別的意識を助長し又は誘発する目的で公然と

その生命、身体、自由、名誉若しくは財産に危害を加え

る旨を告知し又は本邦外出身者を著しく侮蔑するなど、

本邦の域外にある国又は地域の出身であることを理由と

して、本邦外出身者を地域社会から排除することを煽動

する不当な差別的言動をいう。 

（基本理念） 

第３条 国民は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動

の解消の必要性に対する理解を深めるとともに、本邦外

出身者に対する不当な差別的言動のない社会の実現に寄

与するよう努めなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第４条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の

解消に向けた取組に関する施策を実施するとともに、地

方公共団体が実施する本邦外出身者に対する不当な差別

的言動の解消に向けた取組に関する施策を推進するため

に必要な助言その他の措置を講ずる責務を有する。 

２ 地方公共団体は、本邦外出身者に対する不当な差別的

言動の解消に向けた取組に関し、国との適切な役割分担

を踏まえて、当該地域の実情に応じた施策を講ずるよう

努めるものとする。 

第２章 基本的施策 

（相談体制の整備） 

第５条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動に

関する相談に的確に応ずるとともに、これに関する紛争

の防止又は解決を図ることができるよう、必要な体制を

整備するものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、

当該地域の実情に応じ、本邦外出身者に対する不当な差

別的言動に関する相談に的確に応ずるとともに、これに

関する紛争の防止又は解決を図ることができるよう、必

要な体制を整備するよう努めるものとする。 

（教育の充実等） 

第６条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動を

解消するための教育活動を実施するとともに、そのため

に必要な取組を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、

当該地域の実情に応じ、本邦外出身者に対する不当な差

別的言動を解消するための教育活動を実施するとともに、

そのために必要な取組を行うよう努めるものとする。 

（啓発活動等） 

第７条 国は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動の

解消の必要性について、国民に周知し、その理解を深め

ることを目的とする広報その他の啓発活動を実施すると

ともに、そのために必要な取組を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、

当該地域の実情に応じ、本邦外出身者に対する不当な差

別的言動の解消の必要性について、住民に周知し、その

理解を深めることを目的とする広報その他の啓発活動を

実施するとともに、そのために必要な取組を行うよう努

めるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

（不当な差別的言動に係る取組についての検討） 

２ 不当な差別的言動に係る取組については、この法律の

施行後における本邦外出身者に対する不当な差別的言動

の実態等を勘案し、必要に応じ、検討が加えられるもの

とする。 

 

 

 

21 部落差別の解消の推進に関する法律 
公布 2016(平成28)年12月16日 

施行 2016(平成28)年12月16日 

（目的） 

第１条 この法律は、現在もなお部落差別が存在するとと

もに、情報化の進展に伴って部落差別に関する状況の変

化が生じていることを踏まえ、全ての国民に基本的人権

の享有を保障する日本国憲法の理念にのっとり、部落差

別は許されないものであるとの認識の下にこれを解消す

ることが重要な課題であることに鑑み、部落差別の解消

に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の

責務を明らかにするとともに、相談体制の充実等につい

て定めることにより、部落差別の解消を推進し、もって

部落差別のない社会を実現することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 部落差別の解消に関する施策は、全ての国民が等

しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊

重されるものであるとの理念にのっとり、部落差別を解

消する必要性に対する国民一人一人の理解を深めるよう

努めることにより、部落差別のない社会を実現すること

を旨として、行われなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第３条 国は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解

消に関する施策を講ずるとともに、地方公共団体が講ず

る部落差別の解消に関する施策を推進するために必要な

情報の提供、指導及び助言を行う責務を有する。 
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２ 地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、部落差

別の解消に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、国

及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、その地域の

実情に応じた施策を講ずるよう努めるものとする。 

（相談体制の充実） 

第４条 国は、部落差別に関する相談に的確に応ずるため

の体制の充実を図るものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、

その地域の実情に応じ、部落差別に関する相談に的確に

応ずるための体制の充実を図るよう努めるものとする。 

（教育及び啓発） 

第５条 国は、部落差別を解消するため、必要な教育及び

啓発を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、

その地域の実情に応じ、部落差別を解消するため、必要

な教育及び啓発を行うよう努めるものとする。 

（部落差別の実態に係る調査） 

第６条 国は、部落差別の解消に関する施策の実施に資す

るため、地方公共団体の協力を得て、部落差別の実態に

係る調査を行うものとする。 

附 則 

この法律は、公布の日から施行する。 

 

 

 

22 同和対策審議会答申 （抄） 
1965(昭和40)年 8 月11日 

内閣総理大臣あて 

同和対策審議会会長 

前 文 

昭和36年12月7日内閣総理大臣は本審議会に対して「同

和地区に関する社会的及び経済的諸問題を解決するための

基本的方策」について諮問された。いうまでもなく同和問

題は人類普遍の原理である人間の自由と平等に関する問題

であり、日本国憲法によって保障された基本的人権にかか

わる課題である。したがって、審議会はこれを未解決に放

置することは断じて許されないことであり、その早急な解

決こそ国の責務であり、同時に国民的課題であるとの認識

に立って対策の探究に努力した。その間、審議会は問題の

重要性にかんがみ存置期限を二度にわたって延長し、同和

地区の実情把握のために全国及び特定の地区の実態の調査

も行った。その結果は附属報告書のとおりきわめて憂慮す

べき状態にあり、関係地区住民の経済状態、生活環境等が

すみやかに改善され平等なる日本国民としての生活が確保

されることの重要性を改めて認識したのである。 

したがって、審議もきわめて慎重であり、総会を開くこ

と42回、部会121回、小委員会21回におよんだ。 

しかしながら、現在の段階で対策のすべてにわたって具

体的に答申することは困難である。しかし、問題の解決は

焦眉の急を要するものであり、いたずらに日を重ねること

は許されない状態にあるので、以下の結論をもってその諮

問に答えることにした。 

時あたかも政府は社会開発の基本方針をうち出し、高度経

済成長に伴う社会経済の大きな変動がみられようとしてい

る。これと同時に人権尊重の精神が強調されて、政治、行

政の面で新しく施策が推進されようとする状態にある。ま

さに同和問題を解決すべき絶好の機会というべきである。 

政府においては、本答申の報告を尊重し、有効適切な施

策を実施して、問題を抜本的に解決し、恥ずべき社会悪を

払拭して、あるべからざる差別の長き歴史の終止符が一日

もすみやかに実現されるよう万全の処置をとられることを

要望し期待するものである。 

第１部 同和問題の認識 

１ 同和問題の本質 

いわゆる同和問題とは、日本社会の歴史的発展の過程に

おいて形成された身分階層構造に基づく差別により、日本

国民の一部の集団が経済的・社会的・文化的に低位の状態

におかれ、現代社会においても、なおいちじるしく基本的

人権を侵害され、とくに、近代社会の原理として何人にも

保障されている市民的権利と自由を完全に保障されていな

いという、もっとも深刻にして重大な社会問題である。 

その特徴は、多数の国民が社会的現実としての差別があ

るために一定地域に共同体的集落を形成していることにあ

る。最近この集団的居住地域から離脱して一般地区に混在

するものも多くなってきているが、それらの人々もまたそ

の伝統的集落の出身なるがゆえに陰に陽に身分的差別のあ

つかいをうけている。集落をつくっている住民は、かつて

「特殊部落」「後進部落」「細民部落」など蔑称でよばれ、

現在でも「未開放部落」または「部落」などとよばれ、明

らかな差別の対象になっているのである。 

この「未開放部落」または「同和関係地区」（以下単に

「同和地区」という。）の起源や沿革については、人種的

起源説、宗教的起源説、職業的起源説、政治的起源説など

の諸説がある。しかし、本審議会は、これら同和地区の起

源を学問的に究明することを任務とするものではない。た

だ、世人の偏見を打破するためにはっきり断言しておかな

ければならないのは同和地区の住民は異人種でも異民族で

もなく、疑いもなく日本民族、日本国民であるということ

である。 

すなわち、同和問題は、日本民族、日本国民のなかの身

分的差別をうける少数集団の問題である。同和地区は、中

世末期ないしは近世初期において、封建社会の政治的、経

済的、社会的諸条件に規制せられ、一定地域に定着して居

住することにより形成された集落である。 

封建社会の身分制度のもとにおいては、同和地区住民は

最下級の賎しい身分として規定され、職業、住居、婚姻、
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交際、服装等にいたるまで社会生活のあらゆる面できびし

い差別扱いをうけ、人間外のものとして、人格をふみにじ

られていたのである。しかし明治維新の変革は、同和地区

住民にとって大きな歴史的転換の契機となった。すなわち、

明治４年８月28日公布された太政官布告第61号により、

同和地区住民は、いちおう制度上の身分差別から解放され

たのである。この意味において、歴史的な段階としては、

同和問題は明治維新以後の近代から解消への過程をたどっ

ているということができる。しかしながら、太政官布告は

形式的な解放令にすぎなかった。それは単に蔑称を廃止し、

身分と職業が平民なみにあつかわれることを宣明したにと

どまり、現実の社会関係における実質的な解放を保障する

ものではなかった。いいかえれば、封建社会の身分階層構

造の最底辺に圧迫され、非人間的な権利と極端な貧困に陥

れられた同和地区住民を、実質的にその差別と貧困から解

放するための政策は行われなかった。したがって、明治維

新後の社会においても、差別の実態はほとんど変化なく、

同和地区住民は、封建時代とあまり変わらない悲惨な状態

のもとに絶望的な生活を続けてきたのである。 

その後、大正時代になって、米騒動が勃発した際、各地

で多数の同和地区住民がそれに参加した。その後、全国水

平社の自主的解放運動がおこり、それを契機にようやく同

和問題の重要性が認識されるにいたった。すなわち、政府

は国の予算に新しく地方改善費の名目による地区の環境改

善を行うようになった。しかし、それらの部分的な改善に

よって同和問題の根本的解決が実現するはずはなく、同和

地区住民はいぜんとして、差別の中の貧困の状態におかれ

てきた。 

わが国の産業経済は、「二重構造」といわれる構造的特

質をもっている。すなわち、一方には先進国なみの発展し

た近代的大企業があり、他方には後進国なみの遅れた中小

企業や零細経営の農業がある。この二つの領域のあいだに

は質的な断層があり、頂点の大企業と底辺の零細企業とに

は大きな格差がある。 

なかでも、同和地区の産業経済はその最底辺を形成し、

我が国経済の発展から取り残された非近代的部門を形成し

ている。 

このような経済構造の特質は、そっくりそのまま社会構

造に反映している。すなわち、我が国の社会は、一面では

近代的な市民社会の性格をもっているが、他面では、前近

代的な身分社会の性格をもっている。今日なお古い伝統的

な共同体関係が生き残っており、人々は個人として完全に

独立しておらず、伝統や慣習に束縛されて、自由な意志で

行動することを妨げられている。 

また、封建的な身分階層秩序が残存しており、家父長制

的な家族関係、家柄や格式が尊重される村落の風習、各種

団体の派閥における親分子分の結合など、社会のいたると

ころに身分の上下と支配服従の関係がみられる。 

さらに、また、精神、文化の分野でも昔ながらの迷信、

非合理的な偏見、前時代的な意識などが根づよく生き残っ

ており、特異の精神風土と民族的性格を形成している。 

このようなわが国の社会、経済、文化体制こそ、同和問

題を存続させ、部落差別を支えている歴史的社会的根拠で

ある。 

したがって、戦後のわが国の社会状況はめざましい変化

を遂げ、政治制度の民主化が前進したのみでなく、経済の

高度成長を基底とする社会、経済、文化の近代化が進展し

たにもかかわらず、同和問題はいぜんとして未解決のまま

でとり残されているのである。 

しかるに、世間の一部の人々は、同和問題は過去の問題

であって、今日の民主化、近代化が進んだわが国において

はもはや問題は存在しないと考えている。 

けれども、この問題の存在は、主観を超えた客観的事実

に基づくものである。 

同和問題もまた、すべての社会事象がそうであるように、

人間社会の歴史的発展の一定の段階において発生し、成長

し、消滅する歴史的現象にほかならない。 

したがって、いかなる時代がこようと、どのように社会

が変化しようと、同和問題が解決することは永久にありえ

ないと考えるのは妥当でない。また、「寝た子をおこすな」

式の考えで、同和問題はこのまま放置しておけば社会進化

にともないいつとはなく解消すると主張することにも同意

できない。 

実に部落差別は、半封建的な身分差別であり、わが国の

社会に潜在的または顕在的に厳存し、多種多様の形態で発

現する。それを分類すれば、心理的差別と実態的差別とに

これを分けることができる。 

心理的差別とは、人々の観念や意識のうちに潜在する差

別であるが、それは言語や文字や行為を媒介として顕在化

する。たとえば、言葉や文字で封建的身分の賤称をあらわ

して侮蔑する差別、非合理的差別とは、同和地区住民の生

活実態に具現されている差別のことである。たとえば、就

職・教育の機会均等が実質的に保障されず、政治に参与す

る権利が選挙などの機会に阻害され、一般行政諸施策がそ

の対象から阻害されるなどの差別であり、このような劣悪

な生活環境、特殊で低位の職業構成、平均値の数倍にのぼ

る高率の生活保護率、きわだって低い教育文化水準など同

和地区の特徴として指摘される諸現象は、すべての差別の

具象化であるとする見方である。 

このような心理的差別と実態的差別とは相互に因果関係

を保ち相互に作用しあっている。すなわち、心理的差別が

原因となって実態的差別をつくり、反面では実態的差別が

原因となって心理的差別を助長するという具合である。そ

して、この相関関係が差別を再生産する悪循環をくりかえ

すわけである。 

すなわち、近代社会における部落差別とは、ひとくちに
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いえば、市民的権利、自由の侵害にほかならない。市民的

権利、自由とは、職業選択の自由、教育の機会均等を保障

される権利、居住および移転の自由、結婚の自由などであ

り、これらの権利と自由が同和地区住民にたいしては完全

に保障されていないことが差別などである。これらの市民

的権利と自由のうち、職業選択の自由、すなわち職業の機

会均等が完全に保障されていないことが特に重大である。

なぜなら、歴史をかえりみても、同和地区住民がその時代

における主要産業の生産過程から疎外され、賤業とされる

雑業に従事していたことが社会地位の上昇と解放への道を

阻む要因となったのであり、このことは現代社会において

も変わらないからである。したがって、同和地区住民に就

職と教育の機会均等を完全に保障し、同和地区に滞留する

停滞的過剰人口を近代的な主要産業の生産過程に導入する

ことにより生活の安定と地位の向上をはかることが、同和

問題解決の中心的課題である。 

以上の解明によって、部落差別は単なる観念の亡霊では

なく現実の社会に実在することが理解されるであろう。い

かなる同和対策も、以上のような問題の認識に立脚しない

かぎり、同和問題の根本的解決を実現することはもちろん、

個々の行政施策の部分的効果を十分にあげることも期待し

がたいであろう。 

 

 

 

23 同和問題の早期解決に向けた今後の方策の基

本的な在り方について（意見具申） （抄） 

1996（平成8）年 5 月17日 

内閣総理大臣あて 

関係各大臣あて 

地域改善対策協議会 

１ 同和問題に関する基本認識 

（略） 

世界の平和を願う我が国が、世界各国との連携・協力の

下に、あらゆる差別の解消を目指す国際社会の重要な一員

として、その役割を積極的に果たしていくことは、「人権

の世紀」である21世紀に向けた我が国の枢要な責務という

べきである。 

ひるがえって、我が国固有の人権問題である同和問題は、

憲法が保障する基本的人権の侵害に係る深刻かつ重大な問

題である。戦後50年、本格的な対策が始まってからも四半

世紀余、同和問題は多くの人々の努力によって、解決へ向

けて進んでいるものの、残念ながら依然として我が国にお

ける重要な課題と言わざるを得ない。その意味で、戦後民

主主義の真価が問われていると言えよう。また、国際社会

における我が国の果たすべき役割からすれば、まずは足下

とも言うべき国内において、同和問題など様々な人権問題

を一日も早く解決できるよう努力することは、国際的な責

務である。 

昭和40年の同和対策審議会答申（同対審答申）は、同和

問題の解決は国の責務であると同時に国民的課題であると

指摘している。その精神を踏まえて、今後とも、国や地方

公共団体はもとより、国民一人一人が同和問題の解決に向

けて主体的に努力していかなければならない。そのために

は、基本的人権を保障された国民一人一人が、自分自身の

課題として、同和問題を人権問題という本質から捉え、解

決に向けて努力する必要がある。 

同和問題は過去の課題ではない。この問題の解決に向け

た今後の取組みを人権にかかわるあらゆる問題の解決につ

なげていくという、広がりをもった現実の課題である。そ

のような観点から、これまでの成果を土台とし、従来の取

組みの反省を踏まえ、 

未来に向けた新たな方向性を見極めるべき時に差しかかっ

ていると言えよう。 

２ 同和問題解決の取組みの経緯と現状 

(1) これまでの経緯…（略） 

(2) 現状と課題 

① 現 状…（略） 

② これまでの成果と今後の主な課題 

実態調査の結果からみて、これまでの対策は生活環

境の改善をはじめとする物的な基盤整備がおおむね

完了するなど着実に成果をあげ、様々な面で存在して

いた較差は大きく改善された。 

しかし、高等学校や大学の進学率にみられるような

教育の問題、これと密接に関連する不安定就労の問題、

産業面の問題など、較差がなおも存在している分野が

みられる。差別意識は着実に解消へ向けて進んでいる

ものの結婚問題を中心に依然として根深く存在して

いる。また、人権侵害が生じている状況もみられ、そ

の際の人権擁護機関の対応はなお十分なものとは言

えない。さらに、適正化対策もなお不十分な状況であ

る。 

同和問題の解決に向けた今後の主要な課題は、依然

として存在している差別意識の解消、人権侵害による

被害の救済等の対応、教育、就労、産業等の面でなお

存在している較差の是正、差別意識を生む新たな要因

を克服するための施策の適正化であると考えられる。

これらの課題については、その背景に関して十分な分

析を行い、適切な施策が講じられる必要がある。 

３ 同和問題解決の展望 

(1) これまでの対策の意義と評価…（略） 

(2) 今後の施策の基本的な方向 

特別対策は、事業の実施の緊要性等に応じて講じられ

るものであり、状況が整えばできる限り早期に一般対策

へ移行することになる。一方、教育、就労、産業等の面



- 99 - 

でなお存在している較差の背景には様々な要因があり、

短期間で集中的に較差を解消することは困難とみられ、

ある程度の時間をかけて粘り強く較差解消に努めるべ

きである。 

このようなことから、従来の対策を漫然と継続してい

たのでは同和問題の早期解決に至ることは困難であり、

これまでの特別対策については、おおむねその目的を達

成できる状況になったことから、現行法で期限である平

成９年３月末をもって終了することとし、教育、就労、

産業等のなお残された課題については、その解決のため、

４で述べるような工夫を一般対策に加えつつ対応する

という基本姿勢に立つべきである。 

本報告に盛り込まれた施策を実現していくため、法的

措置の必要性を含め各般の措置について具体的に検討

し、これに基づいて、国及び地方公共団体は、基本的人

権の尊重と同和問題の一日も早い解決をうたった同対

審答申の精神とこれまでの成果を踏まえつつ、それぞれ

がその責務を自覚し、今後とも一致協力して、これらの

課題の解決に向けて積極的に取り組んでいく必要があ

る。 

同対審答申は、「部落差別が現存するかぎりこの行政

は積極的に推進されなければならない」と指摘しており、

特別対策の終了、すなわち一般対策への移行が、同和問

題の早期解決を目指す取組みの放棄を意味するもので

ないことは言うまでもない。一般対策移行後は、従来に

も増して、行政が基本的人権の尊重という目標をしっか

り見据え、一部に立ち遅れのあることも視野に入れなが

ら、地域の状況や事業の必要性の的確な把握に努め、真

摯に施策を実施していく主体的な姿勢が求められる。 

４ 今後の重点施策の方向 

(1) 差別意識の解消に向けた教育及び啓発の推進 

① 基本的な考え方 

差別意識の解消のために教育及び啓発の果たすべ

き役割は極めて大きく、これまで様々な手法で施策が

推進されてきた。しかしながら、同和問題に関する国

民の差別意識は解消へ向けて進んでいるものの依然

として根深く存在しており、その解消に向けた教育及

び啓発は引き続き積極的に推進していかなければな

らない。教育及び啓発の手法には、法の下の平等、個

人の尊重といった普遍的な視点からアプローチして

それぞれの差別問題の解決につなげていく手法と、   

それぞれの差別問題の解決という個別的な視点から

アプローチしてあらゆる差別の解消につなげていく

手法があるが、この両者は対立するものではなく、そ

の両者があいまって人権意識の高揚が図られ、様々な

差別問題も解消されていくものと考えられる。 

今後、差別意識の解消を図るにあたっては、これま

での同和教育や啓発活動の中で積み上げられてきた

成果とこれまでの手法への評価を踏まえ、すべての人

の基本的人権を尊重して行くための人権教育、人権啓

発として発展的に再構築すべきと考えられる。その中

で、同和問題を人権問題の重要な柱として捉え、この

問題に固有の経緯等を十分に認識しつつ、国際的な潮

流とその取組みを踏まえて積極的に推進すべきであ

る。 

同様な観点から、「人権教育のための国連 10 年」

に係る施策の中でも、同和問題を我が国の人権問題に

おける重要な柱として捉え、今後策定される国内行動

計画に基づいて教育及び啓発を積極的に推進し、同和

問題に関する差別意識の解消に努めるべきである。 

② 実施体制の整備と内容の創意工夫…（略） 

(2) 人権侵害による被害の救済等の対応の充実強化（略） 

(3) 地域改善対策特定事業の一般対策への円滑な移行 

① 基本的な考え方 

既に述べたように、現行の特別対策の期限をもって

一般対策へ移行するという基本姿勢に立つことは、同

和問題の早期解決を目指す取り組みの放棄を意味する

ものではない。今後の施策ニーズには必要な各般の一

般対策によって的確に対応していくということであり、

国及び地方公共団体は一致協力して、残された課題の

解決に向けて積極的に取り組んでいく必要がある。 

この一般対策への移行を円滑に行うためには、下記

で述べるような一部の事業等については一定の工夫が

必要と考えられる。その具体化に当たっては、一般対

策への移行の趣旨に照らせば限定的でなければならな

いが、既存の一般対策の状況、なお残されている課題

の状況、地方公共団体の財政状況などを踏まえた上で、

これまでの施策の成果が損なわれるなどの支障が生ず

ることのないよう配慮すべきである。 

② 工夫の方向（一部略） 

教育の分野においては、高等学校の進学率や中退率、

また大学への進学率を見ても全国平均と比べてなお較

差が見られる状況であり、その背景にある 

様々な要因も考慮した場合、教育を巡る課題は今な

お多く、較差の解消はある程度の時間を要するものと

考えられる。高等学校進学奨励費補助事業については、

教育が就労の安定、生活水準の向上等社会生活の多く

の分野の改善を図る上での基礎的条件をなすものであ

ることをかんがみ、他の奨学資金制度との整合性、運

用の適正化等、様々な論議に留意しながら、当面、所

用の施策を講ずることが望ましいと考えられる。その

際、これまでの成果が損なわれることのないよう十分

配慮し、自立促進の観点に立ち、今後一層の進学意欲

と学力の向上を目指して、学校、家庭、地域社会が一

体となった総合的な取組みが必要である。 

(4) 今後の施策の適正な推進 
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① 基本的な考え方 

これまでの当協議会意見具申等の中で、行政の主体

性の確立、同和関係者の自立向上、えせ同和行為の排

除、同和問題についての自由な意見交換のできる環境

づくりの必要性が指摘されているが、今日においても

なお十分な状況とは言えない。それだけ、この問題の

難しさがあるものと考えられるが、引き続き、これら

を達成するための息の長い取組みが必要である。 

② 行政の主体性の確立…（略） 

③ 同和関係者の自立向上…（略） 

④ えせ同和行為の排除…（略） 

⑤ 同和問題についての自由な意見交換のできる環境づ

くり…（略） 

(5) その他…（略） 

 

 

 

24 ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の

支給等に関する法律 （抄） 

公   布 2001(平成13)年 6 月22日 

改正法施行 2006(平成18)年 2 月10日 

 

ハンセン病の患者は、これまで、偏見と差別の中で多大

の苦痛と苦難を強いられてきた。我が国においては、昭和

28年制定の「らい予防法」においても引き続きハンセン病

の患者に対する隔離政策がとられ、加えて、昭和30年代に

至ってハンセン病に対するそれまでの認識の誤りが明白と

なったにもかかわらず、なお、依然としてハンセン病に対

する誤った認識が改められることなく、隔離政策の変更も

行われることなく、ハンセン病の患者であった者等にいた

ずらに耐え難い苦痛と苦難を継続せしめるままに経過し、

ようやく「らい予防法の廃止に関する法律」が施行された

のは平成８年であった。 

我らは、これらの悲惨な事実を悔悟と反省の念を込めて

深刻に受け止め、深くおわびするとともに、ハンセン病の

患者であった者等に対するいわれのない偏見を根絶する決

意を新たにするものである。 

ここに、ハンセン病の患者であった者等のいやし難い心

身の傷跡の回復と今後の生活の平穏に資することを希求し

て、ハンセン病療養所入所者等がこれまでに被った精神的

苦痛を慰謝するとともに、ハンセン病の患者であった者等

の名誉の回復及び福祉の増進を図り、あわせて、死没者に

対する追悼の意を表するため、この法律を制定する。 

 （趣旨） 

第１条 この法律は、ハンセン病療養所入所者等の被った

精神的苦痛を慰謝するための補償金（以下「補償金」と

いう。）の支給に関し必要な事項を定めるとともに、ハン

セン病の患者であった者等の名誉の回復等について定め

るものとする。 

 （定義） 

第２条 この法律において「ハンセン病療養所入所者等」

とは、次に掲げる者をいう。 

１ らい予防法の廃止に関する法律（平成８年法律第28

号。以下「廃止法」という。）によりらい予防法（昭

和 28 年法律第 214 号）が廃止されるまでの間に、国

立ハンセン病療養所（廃止法第１条の規定による廃止

前のらい予防法（以下「旧らい予防法」という。）第

11 条の規定により国が設置したらい療養所をいう。）

その他の本邦に設置された厚生労働大臣が定めるハ

ンセン病療養所（以下「国内ハンセン病療養所」とい

う。）に入所していた者であって、この法律の施行の

日（以下「施行日」という。）において生存している

もの 

２ 昭和20年８月15日までの間に、行政諸法台湾施行

令（大正 11 年勅令第 521 号）第１条の規定により台

湾に施行された旧らい予防法附則第２項の規定によ

る廃止前の癩予防法（明治40年法律第11号）第３条

第１項の国立癩療養所、朝鮮癩予防令（昭和 10 年制

令第４号）第５条の朝鮮総督府癩療養所その他の本邦

以外の地域に設置された厚生労働大臣が定めるハン

セン病療養所（以下「国外ハンセン病療養所」という。）

に入所していた者であって、施行日において生存して

いるもの（前号に掲げる者を除く。） 

 （補償金の支給） 

第３条 国は、ハンセン病療養所入所者等に対し、その者

の請求により、補償金を支給する。 

（略） 

 （名誉の回復等） 

第11条 国は、ハンセン病の患者であった者等（第２条第

２号に掲げる者を除く。次項において同じ。）について、

名誉の回復及び福祉の増進を図るとともに、死没者に対

する追悼の意を表するために必要な措置を講ずるよう努

めなければならない。 

２ 前項の措置を講ずるに当たっては、ハンセン病の患者

であった者等の意見を尊重するものとする。 

以下（略） 

 

 

 

25 ハンセン病問題の解決促進に関する法律 （抄） 

公  布 2008(平成20)年 6 月18日 

最終改正 2014(平成26)年11月27日 

 

 「らい予防法」を中心とする国の隔離政策により、ハン
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セン病の患者であった者等が地域社会において平穏に生活

することを妨げられ、身体及び財産に係る被害その他社会

生活全般にわたる人権上の制限、差別等を受けたことにつ

いて、平成13年6月、我々は悔悟と反省の念を込めて深刻

に受け止め、深くお詫びするとともに、「ハンセン病療養所

入所者等に対する補償金の支給等に関する法律」を制定し、

その精神的苦痛の慰謝並びに名誉の回復及び福祉の増進を

図り、あわせて、死没者に対する追悼の意を表することと

した。この法律に基づき、ハンセン病の患者であった者等

の精神的苦痛に対する慰謝と補償の問題は解決しつつあり、

名誉の回復及び福祉の増進等に関しても一定の施策が講ぜ

られているところである。 

 しかしながら、国の隔離政策に起因してハンセン病の患

者であった者等が受けた身体及び財産に係る被害その他社

会生活全般にわたる被害の回復には、未解決の問題が多く

残されている。とりわけ、ハンセン病の患者であった者等

が、地域社会から孤立することなく、良好かつ平穏な生活

を営むことができるようにするための基盤整備は喫緊の課

題であり、適切な対策を講ずることが急がれており、また、

ハンセン病の患者であった者等に対する偏見と差別のない

社会の実現に向けて、真摯に取り組んでいかなければなら

ない。 

 ここに、ハンセン病の患者であった者等の福祉の増進、

名誉の回復等のための措置を講ずることにより、ハンセン

病問題の解決の促進を図るため、この法律を制定する。  

第１章 総則  

（趣旨）  

第１条  この法律は、国によるハンセン病の患者に対する

隔離政策に起因して生じた問題であって、ハンセン病の

患者であった者等の福祉の増進、名誉の回復等に関し現

在もなお存在するもの（以下「ハンセン病問題」という。）

の解決の促進に関し、基本理念を定め、並びに国及び地

方公共団体の責務を明らかにするとともに、ハンセン病

問題の解決の促進に関し必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この法律において「国立ハンセン病療養所」とは、

厚生労働省設置法 （平成11年法律第97号）第16条第

１項 に規定する国立ハンセン病療養所をいう。  

２  この法律において「国立ハンセン病療養所等」とは、

国立ハンセン病療養所及び本邦に設置された厚生労働大

臣が定めるハンセン病療養所をいう。  

３  この法律において「入所者」とは、らい予防法の廃止

に関する法律（平成８年法律第28号。以下本則において

「廃止法」という。）によりらい予防法（昭和 28年法律

第214号。以下「予防法」という。）が廃止されるまでの

間に、ハンセン病を発病した後も相当期間日本国内に住

所を有していた者であって、現に国立ハンセン病療養所

等に入所しているものをいう。  

（基本理念）  

第３条  ハンセン病問題に関する施策は、国によるハンセ

ン病の患者に対する隔離政策によりハンセン病の患者で

あった者等が受けた身体及び財産に係る被害その他社会

生活全般にわたる被害に照らし、その被害を可能な限り

回復することを旨として行われなければならない。  

２  ハンセン病問題に関する施策を講ずるに当たっては、

入所者が、現に居住する国立ハンセン病療養所等におい

て、その生活環境が地域社会から孤立することなく、安

心して豊かな生活を営むことができるように配慮されな

ければならない。  

３  何人も、ハンセン病の患者であった者等に対して、ハ

ンセン病の患者であったこと又はハンセン病に罹患して

いることを理由として、差別することその他の権利利益

を侵害する行為をしてはならない。  

（国及び地方公共団体の責務）  

第４条  国は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」

という。）にのっとり、ハンセン病の患者であった者等の

福祉の増進等を図るための施策を策定し、及び実施する

責務を有する。  

第５条  地方公共団体は、基本理念にのっとり、国と協力

しつつ、その地域の実情を踏まえ、ハンセン病の患者で

あった者等の福祉の増進等を図るための施策を策定し、

及び実施する責務を有する。  

（ハンセン病の患者であった者等その他の関係者の意

見の反映のための措置）  

第６条  国は、ハンセン病問題に関する施策の策定及び実

施に当たっては、ハンセン病の患者であった者等その他

の関係者との協議の場を設ける等これらの者の意見を反

映させるために必要な措置を講ずるものとする。  

第２章 国立ハンセン病療養所等における療養及び生活

の保障 （略） 

第３章 社会復帰の支援並びに日常生活及び社会生活の

援助  

（社会復帰の支援のための措置）  

第 14条  国は、国立ハンセン病療養所等からの退所を希

望する入所者（廃止法により予防法が廃止されるまでの

間に、国立ハンセン病療養所等に入所していた者に限る。）

の円滑な社会復帰に資するため、退所の準備に必要な資

金の支給等必要な措置を講ずるものとする。  

（ハンセン病療養所退所者給与金及びハンセン病療養

所非入所者給与金の支給）  

第 15条  国は、退所者に対し、その者の生活の安定等を

図るため、ハンセン病療養所退所者給与金を支給するも

のとする。  

２  国は、非入所者に対し、その者の生活の安定等を図る

ため、ハンセン病療養所非入所者給与金を支給するもの

とする。  
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３  前二項に定めるもののほか、第一項のハンセン病療養

所退所者給与金及び前項のハンセン病療養所非入所者給

与金（以下「給与金」という。）の支給に関し必要な事項

は、厚生労働省令で定める。  

４  租税その他の公課は、給与金を標準として、課するこ

とができない。  

（ハンセン病等に係る医療体制の整備）  

第16条  国及び地方公共団体は、退所者及び非入所者が、

国立ハンセン病療養所等及びそれ以外の医療機関におい

て、安心してハンセン病及びその後遺症その他の関連疾

患の治療を受けることができるよう、医療体制の整備に

努めるものとする。  

（相談及び情報の提供等）  

第 17条  国及び地方公共団体は、退所者及び非入所者が

日常生活又は社会生活を円滑に営むことができるように

するため、これらの者からの相談に応じ、必要な情報の

提供及び助言を行う等必要な措置を講ずるものとする。  

第４章 名誉の回復及び死没者の追悼  

第 18条  国は、ハンセン病の患者であった者等の名誉の

回復を図るため、国立のハンセン病資料館の設置、歴史

的建造物の保存等ハンセン病及びハンセン病対策の歴史

に関する正しい知識の普及啓発その他必要な措置を講ず

るとともに、死没者に対する追悼の意を表するため、国

立ハンセン病療養所等において収蔵している死没者の焼

骨に係る改葬費の遺族への支給その他必要な措置を講ず

るものとする。  

以下（略） 

 

 

 

26 新潟水俣病地域福祉推進条例 （抄） 
公布 2008(平成20)年10月10日 

施行 2009(平成21)年 4 月 1 日 

 

新潟水俣病は、昭和電工株式会社鹿瀬工場から阿賀野川

に排出されたメチル水銀を含む排水によって引き起こされ

た公害であり、第２の水俣病として昭和40年にその被害の

発生が確認された。そして、新潟水俣病は、その流域に暮

らす人々の生活基盤であった阿賀野川の環境を汚染したば

かりでなく、人々の健康を損ない、尊い命をも奪った。さ

らには、新潟水俣病が発生した地域における人々の絆に深

刻な影響を及ぼした。 

そして今もなお、健康上の不安や経済的な不安を抱える

人、いわれのない偏見や中傷に苦しむ人、その偏見や中傷

をおそれ被害の声をあげることのできない人が存在する。 

高度経済成長期において、我が国が豊かで快適な社会の

実現を追求してきた一方で、全国の各地で様々な公害が発

生し、それまでそれぞれの地域で平穏に暮らしてきた人々

にとって予想もしなかった甚大な被害をもたらした。この

ような悲惨な事態に遭った人々を社会全体で支えていくべ

きであると私たちは考える。そして、新潟水俣病の被害者

も高度経済成長期において私たちが豊かさや快適さを享受

してきた一方で発生した公害の犠牲となった人々であるこ

とにかんがみれば、新潟水俣病の被害者を私たちが社会全

体で支えていかなければならない。 

ここに私たちは、新潟水俣病の被害者がこれまで抱えて

きた痛みに真􄼨に向き合い、新潟水俣病の被害者を社会全

体で支えるとともに、このような悲惨な公害が二度と繰り

返されることなく、誰もが安心して暮らすことのできる地

域社会の実現を目指すことを決意して、この条例を制定す

る。 

（目的） 

第１条 この条例は、新潟水俣病患者の定義、県の責務及

び県民の役割を明らかにするとともに、新潟水俣病に関

する県の施策の基本となる事項を定めることにより、新

潟水俣病患者が社会的に認知されること及びその福祉の

増進を図るとともに、新潟水俣病によって人々の絆に深

刻な影響を受けた地域社会の再生と融和を促進し、もっ

て誰もが安心して暮らすことのできる地域社会の実現に

寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「新潟水俣病患者」とは、新潟

水俣病の原因であるメチル水銀が蓄積した阿賀野川の魚

介類を摂取したことにより通常のレベルを超えるメチル

水銀にばく露した者であって水俣病の症状を有する者を

いう。 

（県の責務） 

第３条 県は、新潟水俣病の被害者が、その正当な権利が

尊重される地域社会において、安心して豊かな生活を営

むことができるよう、新潟水俣病に関する総合的な施策

を策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 県は、この条例に基づく施策の実施に当たっては、市

町村と緊密な連携を図るとともに、市町村が実施する新

潟水俣病に関する施策について、必要な協力を行うもの

とする。 

（県民の役割） 

第４条 県民は、新潟水俣病についての正しい理解を深め、

新潟水俣病に起因して生じた問題によって得た教訓（以

下「新潟水俣病の教訓」という｡）を将来に伝えるよう努

めるものとする。 

２ 県民は、県が実施する新潟水俣病に関する施策に協力

するよう努めるものとする。 

（県の基本的施策） 

第５条 県は、新潟水俣病患者の福祉の増進等を図るため、

新潟水俣病患者の療養及び健康管理等に係る経済的負担

の軽減を図ることを目的とした手当の支給その他の新潟
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水俣病患者の心身の状況等に応じた保健及び福祉に関す

る必要な施策を講ずるものとする。 

２ 県は、新潟水俣病によって人々の絆に深刻な影響を受

けた地域社会の再生と融和が図られるよう、新潟水俣病

の被害者と地域住民との交流の促進その他の必要な施策

を講ずるものとする。 

３ 県は、県民が、新潟水俣病についての正しい理解を深

め、新潟水俣病の教訓を将来に伝えることができるよう、

新潟水俣病に関する教育の推進及び啓発活動の充実その

他必要な措置を講ずるものとする。 

４ 県は、事業者、県民又はこれらの者の組織する民間の

団体（以下「民間団体等」という｡）が自発的に行う新潟

水俣病の教訓を伝える活動その他の新潟水俣病に起因し

て生じた問題の解決のための活動が促進されるように努

めるものとする。 

５ 県は、第３項の教育の推進及び啓発活動の充実並びに

前項の民間団体等が自発的に行う活動の促進に資するた

め、新潟県立環境と人間のふれあい館を活用した情報の

発信その他の新潟水俣病に関する必要な情報の提供に努

めるものとする。 

以下 （略） 

 

 

 

27 水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解決

に関する特別措置法 （抄） 

公  布 2009(平成21)年 7 月15日 

最終改正 2011(平成23)年 5 月25日 

 

水俣湾及び水俣川並びに阿賀野川に排出されたメチル水

銀により発生した水俣病は、八代海の沿岸地域及び阿賀野

川の下流地域において、甚大な健康被害と環境汚染をもた

らすとともに、長年にわたり地域社会に深刻な影響を及ぼ

し続けた。水俣病が、今日においても未曾有の公害とされ、

我が国における公害問題の原点とされるゆえんである。 

水俣病の被害に関しては、公害健康被害の補償等に関す

る法律の認定を受けた方々に対し補償が行われてきたが、

水俣病の被害者が多大な苦痛を強いられるとともに、水俣

病の被害についての無理解が生まれ、平穏な地域社会に不

幸な亀裂がもたらされた。 

平成 16年のいわゆる関西訴訟最高裁判所判決において、

国及び熊本県が長期間にわたって適切な対応をなすことが

できず、水俣病の被害の拡大を防止できなかったことにつ

いて責任を認められたところであり、政府としてその責任

を認め、おわびをしなければならない。 

これまで水俣病問題については、平成７年の政治解決等

により紛争の解決が図られてきたところであるが、平成16

年のいわゆる関西訴訟最高裁判所判決を機に、新たに水俣

病問題をめぐって多くの方々が救済を求めており、その解

決には、長期間を要することが見込まれている。 

こうした事態をこのまま看過することはできず、公害健

康被害の補償等に関する法律に基づく判断条件を満たさな

いものの救済を必要とする方々を水俣病被害者として受け

止め、その救済を図ることとする。これにより、地域にお

ける紛争を終結させ、水俣病問題の最終解決を図り、環境

を守り、安心して暮らしていける社会を実現すべく、この

法律を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、水俣病被害者を救済し、及び水俣病

問題の最終解決をすることとし、救済措置の方針及び水

俣病問題の解決に向けて行うべき取組を明らかにすると

ともに、これらに必要な補償の確保等のための事業者の

経営形態の見直しに係る措置等を定めることを目的とす

る。 

（定義） 

第２条 この法律において「関係事業者」とは、水俣病が

生ずる原因となったメチル水銀を排出した事業者をいう。 

２ この法律において「関係県」とは、公害健康被害の補

償等に関する法律（昭和48年法律第111号。以下「補償

法」という。）第２条第２項の規定により定められた第二

種地域のうち水俣病に係る地域（当該地域に係る第二種

地域の指定が解除された場合を含む。以下「指定地域」

という。）の属する県をいう。 

３ この法律において「継続補償受給者」とは、旧公害に

係る健康被害の救済に関する特別措置法（昭和44年法律

第90号）第３条第１項の認定を受けた者、補償法第４条

第２項の認定を受けた者その他の関係事業者が排出した

メチル水銀により健康被害を生じていると認められた者

であって関係事業者との間で当該健康被害に係る継続的

な補償のための給付（以下「補償給付」という。）を受け

ることをその内容に含む協定その他の契約を締結してい

るものをいう。 

４ この法律において「個別補償協定」とは、関係事業者

が継続補償受給者との間で締結している協定その他の契

約（当該継続補償受給者及びその親族に対する補償給付

に関する条項に限る。）をいう。 

５ この法律において「公的支援」とは、関係事業者に対

し、水俣病に係る健康被害を受けた者に対する補償金及

び公害防止事業費事業者負担法（昭和 45 年法律第 133

号）に基づく負担金の原資等として、地方公共団体又は

環境省令で定める団体が行う融資をいう。 

（救済及び解決の原則） 

第３条 この法律による救済及び水俣病問題の解決は、継

続補償受給者等に対する補償が確実に行われること、救
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済を受けるべき人々があたう限りすべて救済されること

及び関係事業者が救済に係る費用の負担について責任を

果たすとともに地域経済に貢献することを確保すること

を旨として行われなければならない。 

（国等の責務） 

第４条 国、関係地方公共団体、関係事業者及び地域住民

は、前条の趣旨にのっとり、それぞれの立場で、救済を

受けるべき人々があたう限りすべて救済され、水俣病問

題の解決が図られるように努めなければならない。 

第２章 救済措置の方針等 

（救済措置の方針） 

第５条 政府は、関係県の意見を聴いて、過去に通常起こ

り得る程度を超えるメチル水銀のばく露を受けた可能性

があり、かつ、四肢末梢 優位の感覚障害を有する者及

び全身性の感覚障害を有する者その他の四肢末梢優位の

感覚障害を有する者に準ずる者を早期に救済するため、

一時金、療養費及び療養手当の支給（以下「救済措置」

という。）に関する方針を定め、公表するものとする。 

２ 前項の方針には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 既に水俣病に係る補償又は救済を受けた者及び補

償法第４条第２項の認定の申請、訴訟の提起その他の

救済措置以外の手段により水俣病に係る損害のてん

補等を受けることを希望している者を救済措置の対

象としない旨 

(2) 四肢末梢優位の感覚障害を有する者に準ずる者か

どうかについて、口の周囲の触覚若しくは痛覚の感覚

障害、舌の二点識別覚の障害又は求心性視野狭窄の所

見を考慮するための取扱いに関する事項 

(3) 費用の負担その他の必要な措置に関する事項 

３ 第一項の方針のうち一時金の支給に関する部分につい

ては、関係事業者の同意を得るものとする。 

４ 政府は、関係事業者に対し、第一項の方針に基づき一

時金を支給することを要請するものとする。 

５ 関係事業者は、前項の要請があった場合には、一時金

を支給するものとする。 

６ 関係事業者は、前項の支給に関する事務を第17条第２

項の指定支給法人に委託することができる。 

７ 関係県は、第一項の方針に基づき療養費及び療養手当

を支給するものとする。 

８ 政府は、関係県が前項の支給を行うときは、予算の範

囲内で、当該関係県に対し必要な支援を行うものとする。 

（水俣病被害者手帳） 

第６条 政府は、前条第１項の方針において、同項及び同

条第２項に定めるもののほか、関係県が水俣病にも見ら

れる神経症状に係る医療を確保するためこの法律の施行

の際に現にその医療に係る措置を要するとされている者

に対して交付する水俣病被害者手帳に関する事項を定め

るものとする。 

２ 関係県は、前条第１項の方針に基づき水俣病被害者手

帳の交付をした者に対して、療養費を支給するものとす

る。 

３ 政府は、関係県が前項の支給を行うときは、予算の範

囲内で、当該関係県に対し必要な支援を行うものとする。 

第３章 水俣病問題の解決に向けた取組 

第７条 政府、関係県（補償法第４条第３項の政令で定め

る市を含む。第３項において同じ。）及び関係事業者は、

相互に連携を図りながら、水俣病問題の解決に向けて次

に掲げる事項に早期に取り組まなければならない。 

(1) 救済措置を実施すること。 

(2) 水俣病に係る補償法第４条第２項の認定等の申請

に対する処分を促進すること。 

(3) 水俣病に係る紛争を解決すること。 

(4) 補償法 に基づく水俣病に係る新規認定等を終了す

ること。 

２ 政府、関係県及び関係事業者は、早期にあたう限りの

救済を果たす見地から、相互に連携して、救済措置の開

始後３年以内を目途に救済措置の対象者を確定し、速や

かに支給を行うよう努めなければならない。 

３ 政府及び関係県は、救済措置及び水俣病問題の解決に

向けた取組の周知に努めるものとする。 

 以下 （略） 

 

 

 

28 拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問

題への対処に関する法律 （抄） 
公  布 2006(平成18)年 6 月23日 

最終改正 2007(平成19)年 7 月 6 日 

（目的）  

第１条  この法律は、2005年 12月 16日の国際連合総会

において採択された北朝鮮の人権状況に関する決議を踏

まえ、我が国の喫緊の国民的な課題である拉致問題の解

決をはじめとする北朝鮮当局による人権侵害問題への対

処が国際社会を挙げて取り組むべき課題であることにか

んがみ、北朝鮮当局による人権侵害問題に関する国民の

認識を深めるとともに、国際社会と連携しつつ北朝鮮当

局による人権侵害問題の実態を解明し、及びその抑止を

図ることを目的とする。  

（国の責務）  

第２条  国は、北朝鮮当局による国家的犯罪行為である日

本国民の拉致の問題（以下「拉致問題」という。）を解決

するため、最大限の努力をするものとする。  

２  政府は、北朝鮮当局によって拉致され、又は拉致され

たことが疑われる日本国民の安否等について国民に対し

広く情報の提供を求めるとともに自ら徹底した調査を行

い、その帰国の実現に最大限の努力をするものとする。  
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３  政府は、拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問

題に関し、国民世論の啓発を図るとともに、その実態の

解明に努めるものとする。  

（地方公共団体の責務）  

第３条  地方公共団体は、国と連携を図りつつ、拉致問題

その他北朝鮮当局による人権侵害問題に関する国民世論

の啓発を図るよう努めるものとする。  

（北朝鮮人権侵害問題啓発週間）  

第４条  国民の間に広く拉致問題その他北朝鮮当局によ

る人権侵害問題についての関心と認識を深めるため、北

朝鮮人権侵害問題啓発週間を設ける。  

２  北朝鮮人権侵害問題啓発週間は、12月10日から同月

16日までとする。  

３  国及び地方公共団体は、北朝鮮人権侵害問題啓発週間

の趣旨にふさわしい事業が実施されるよう努めるものと

する。  

（年次報告）  

第５条  政府は、毎年、国会に、拉致問題の解決その他北

朝鮮当局による人権侵害問題への対処に関する政府の取

組についての報告を提出するとともに、これを公表しな

ければならない。  

（国際的な連携の強化等）  

第６条  政府は、北朝鮮当局によって拉致され、又は拉致

されたことが疑われる日本国民、脱北者（北朝鮮を脱出

した者であって、人道的見地から保護及び支援が必要で

あると認められるものをいう。次項において同じ。）その

他北朝鮮当局による人権侵害の被害者に対する適切な施

策を講ずるため、外国政府又は国際機関との情報の交換、

国際捜査共助その他国際的な連携の強化に努めるととも

に、これらの者に対する支援等の活動を行う国内外の民

間団体との密接な連携の確保に努めるものとする。  

２  政府は、脱北者の保護及び支援に関し、施策を講ずる

よう努めるものとする。  

３  政府は、第１項に定める民間団体に対し、必要に応じ、

情報の提供、財政上の配慮その他の支援を行うよう努め

るものとする。  

（施策における留意等）  

第７条  政府は、その施策を行うに当たっては、拉致問題

の解決その他北朝鮮当局による人権侵害状況の改善に資

するものとなるよう、十分に留意するとともに、外国政

府及び国際連合（国際連合の人権理事会、安全保障理事

会等を含む。）、国際開発金融機関等の国際機関に対する

適切な働きかけを行わなければならない。  

（北朝鮮当局による人権侵害状況が改善されない場合

の措置）  

第８条  政府は、拉致問題その他北朝鮮当局による日本国

民に対する重大な人権侵害状況について改善が図られて

いないと認めるときは、北朝鮮当局による人権侵害問題

への対処に関する国際的動向等を総合的に勘案し、特定

船舶の入港の禁止に関する特別措置法 （平成 16年法律

第125号）第３条第１項 の規定による措置、外国為替及

び外国貿易法 （昭和24年法律第228号）第10条第１項 

の規定による措置その他の北朝鮮当局による日本国民に

対する人権侵害の抑止のため必要な措置を講ずるものと

する。  

   附 則（略）  

 

 

 

29 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律 （抄） 

公  布 1998(平成10)年10月 2 日 

最終改正 2013(平成25)年12月13日 

 

人類は、これまで、疾病、とりわけ感染症により、多大

な苦難を経験してきた。ペスト、痘そう、コレラ等の感染

症の流行は、時には文明の存亡の危機に追いやり、感染症

を根絶することは、正に人類の悲願と言えるものである。 

医学医療の進歩や衛生水準の著しい向上により、多くの

感染症が克服されてきたが、新たな感染症の出現や既知の

感染症の再興により、また、国際交流の進展等に伴い、感

染症は、新たな形で、今なお人類に脅威を与えている。 

一方、我が国においては、過去にハンセン病、後天性免

疫不全症候群等の感染症の患者等に対するいわれのない差

別や偏見が存在したという事実を重く受け止め、これを教

訓として今後に生かすことが必要である。 

このような感染症をめぐる状況の変化や感染症の患者等

が置かれてきた状況を踏まえ、感染症の患者等の人権を尊

重しつつ、これらの者に対する良質かつ適切な医療の提供

を確保し、感染症に迅速かつ適確に対応することが求めら

れている。 

ここに、このような視点に立って、これまでの感染症の

予防に関する施策を抜本的に見直し、感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する総合的な施策の推進を図

るため、この法律を制定する。 

第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この法律は、感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関し必要な措置を定めることにより、感染症

の発生を予防し、及びそのまん延の防止を図り、もって

公衆衛生の向上及び増進を図ることを目的とする。 

 （基本理念） 

第２条 感染症の発生の予防及びそのまん延の防止を目的

として国及び地方公共団体が講ずる施策は、保健医療を

取り巻く環境の変化、国際交流の進展等に即応し、新感
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染症その他の感染症に迅速かつ適確に対応することがで

きるよう、これらの者の人権に配慮しつつ、総合的かつ

計画的に推進されることを基本理念とする。 

 （国及び地方公共団体の責務） 

第３条 国及び地方公共団体は、教育活動、広報活動等を

通した感染症に関する正しい知識の普及、感染症に関す

る知識の普及、感染症に関する情報の収集、整理、分析

及び提供、感染症に関する研究の推進、感染症の病原体

等の検査能力の向上並びに感染症の予防に係る人材の養

成及び資質の向上を図るとともに、感染症の患者が良質

かつ適切な医療を受けられるように必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。この場合において、国及び

地方公共団体は、感染症の患者等の人権の保護に配慮し

なければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、感染症の予防に関する施策が

総合的かつ迅速に実施されるよう、相互に連携を図らな

ければならない。 

３ 国は、感染症に関する情報の収集及び研究並びに感染

症に係る医療のための医薬品の研究開発の推進、感染症

の病原体等の検査の実施等を図るための体制を整備し、

国際的な連携を確保するよう努めるとともに、地方公共

団体に対し前２項の責務が十分に果たされるように必要

な技術的及び財政的援助を与えることに努めなければな

らない。 

（国民の責務） 

第４条 国民は、感染症に関する正しい知識を持ち、その

予防に必要な注意を払うよう努めるとともに、感染症の

患者等の人権が損なわれることがないようにしなければ

ならない。 

 （医師等の責務） 

第５条 医師その他の医療関係者は、感染症の予防に関し

国及び地方公共団体が講ずる施策に協力し、その予防に

寄与するよう努めるとともに、感染症の患者等が置かれ

ている状況を深く認識し、良質かつ適切な医療を行うよ

う努めなければならない。 

 （獣医師等の責務） 

第５条の２ 獣医師その他の獣医療関係者は、感染症の予

防に関し国及び地方公共団体が講ずる施策に協力すると

ともに、その予防に寄与するよう努めなければならない。 

２ 動物等取扱業者（動物又はその死体の輸入、保管、貸

出し、販売又は遊園地、動物園、博覧会の会場その他不

特定かつ多数の者が入場する施設若しくは場所における

展示を業として行う者をいう。）は、その輸入し、保管し、

貸出しを行い、販売し、又は展示する動物又はその死体

が感染症を人に感染させることがないように、感染症の

予防に関する知識及び技術の修得、動物又はその死体の

適切な管理その他の必要な措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。 

以下 （略） 

 

 

 

30 新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一

部を改正する法律（令和３年法律第５号）（抄） 
公布 2021(令和3)年 2 月 3 日 

施行 2021(令和3)年 2 月13日 

（知識の普及等） 

第13条 

２ 国及び地方公共団体は、新型インフルエンザ等対策を

実施するに当たっては、新型インフルエンザ等に起因す

る差別的取扱い等（次に掲げる行為をいい、以下この項

において「差別的取扱い等」という。）及び他人に対して

差別的取扱い等をすることを要求し、依頼し、又は唆す

行為が行われるおそれが高いことを考慮して、新型イン

フルエンザ等の患者及び医療従事者並びにこれらの者の

家族その他のこれらの者と同一の集団に属する者（以下

この項において「新型インフルエンザ等患者等」という。）

の人権が尊重され、及び何人も差別的取扱い等を受ける

ことのないようにするため、新型インフルエンザ等患者

等に対する差別的取扱い等の実態の把握、新型インフル

エンザ等患者等に対する相談支援並びに新型インフルエ

ンザ等に関する情報の収集、整理、分析及び提供並びに

広報その他の啓発活動を行うものとする。 

一 新型インフルエンザ等患者等であること又は新型イン

フルエンザ等患者等であったことを理由とする不当な差

別的取扱い 

二 新型インフルエンザ等患者等の名誉又は信用を毀損す

る行為 

三 前二号に掲げるもののほか、新型インフルエンザ等患

者等の権利利益を侵害する行為 

 

 

 

31 村上市人権教育・啓発推進計画策定委員会

条例 （抄） 
公布 2013(平成25)年10月1日 

施行 2013(平成25)年10月1日 

(設置) 

第１条 村上市人権教育・啓発推進計画（以下「推進計画」

という。）の円滑な策定を図るため、村上市人権教育・啓

発推進計画策定委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

(所掌事務) 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じ、推進計画の策定に

係る次の事項について調査及び審議する。 

(1) 推進計画の立案及び調整に関すること。 

(2) その他推進計画の策定に必要なこと。 
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(組織) 

第３条 委員会は、委員15人以内で組織する。 

２ 委員は次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 関係する各種団体に属する者 

(2) 教育関係者 

(3) 地域住民の代表 

(4) その他市長が必要と認めた者 

３ 委員の任期は、委嘱の日から推進計画策定完了の日ま

でとする。 

(委員長及び副委員長) 

第４条 委員会に委員長及び副委員長各 1人を置き、委員

の中から互選する。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があると

きは、その職務を代理する。 

(会議) 

第５条 委員会は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の定数の半数以上の委員が出席しなけ

れば会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数

のときは委員長の決するところによる。 

(意見の聴取等) 

第６条 委員会は、調査又は審議に必要があると認めると

きは、関係者の出席を求めて意見若しくは説明を聴き、

又は必要な資料の提出を求めることができる。 

(庶務) 

第７条 委員会の庶務は、市民課において処理する。 

(報酬及び費用弁償) 

第８条 委員の報酬及び費用弁償は、村上市の特別職の職

員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例(平

成20年村上市条例第46号)に定めるところによる。 

(委任) 

第９条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営につ

いて必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則（略） 
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32 村上市人権教育・啓発推進計画策定委員 

№ 委 員 氏 名 等 備 考 

１ 
新潟大学 法学部長・教授 

渡 辺  豊  
委員長 

２ 
NPO法人自殺防止ネットワーク風 

野 田 尚 道 
副委員長 

３ 
村上人権擁護委員協議会 

稲 葉 眞知子 
 

４ 
新潟県人権・同和センター 事務局長 

松 尾 和 浩 

 

５ 
部落解放同盟新潟県連合会 書記長 

小 池 武 志 

 

６ 

村上市民生委員・児童委員協議会連合会 

主任児童委員 

細 野 清 子 

 

７ 

第２次村上市男女共同参画計画策定 

委員会 会長 

山 口 治 雄 

 

８ 
村上・岩船地域自立支援協議会 

渡 辺 啓 介 

 

９ 

村上公共職業安定所 

求人・学卒部門 統括職業指導官 

徳 橋 和 雄 

 

10 
平林小学校 校長 

髙 橋  明  

 

11 
神林中学校 校長 

宮 川 佳代子 
 

12 

部落解放同盟新潟県連合会 

湯ノ沢支部長 

小 池 ユリ子 

 

※ 役職等については、令和3年9月9日現在 
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